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第2章 国際交流の進展と情報通信

今 日、我が国は、世界のGNPの1割 を超 え、世 界最大の債権i国にな

るなど国際社会 に対す る経 済的影響力 を増大 させ てい る。

一方、国際経済の相互依 存関係は急速 に進展 し、各 国の経済運営にお

いて も世 界経済 の発展 との調和が求め られるよ うになってい る。

元年度において も、我が国を とりま く国際社会 において政治、経済分

野での新 たな動 きが生 じてい る。 ヨー ロッパにおいては、昨年秋以来、

東欧諸国の民主化の動 きが生 じ、市場経 済の導入による経済発展が図 ら

れよ うとしている。 ソヴィエ ト連邦では、大統領制 の導入に よりペ レス

トロイカの一層の推進が図 られ る一方、 民族独 立運動が激化 している。

アジア ・太平洋地域においては、昨年6月 中国で天安 門事件 が発生 し、

世 界を驚かせ た。経済分野 では、主 として先進 自由主義国 との間の貿易

収支の不均衡の是正 が求 め られ、特に、 日米間で我が国の経済構造その

ものが問題 として取 り上 げ られ るに至 った。 このよ うな新 しい動 きへ の

我が国の適切 な対応が課題 となってい る。

情報通信分野 において も、貿易収支の対外不均衡 を背景 とした市場 開

放要求の高 まりとともに、 自動車電話問題、衛星調達問題 等が取 り上 げ

られ、 また、ア ジア ・太平洋地域 に対す る国際協力の一層の促進が求 め

られてい る。

この ような状況の もとで、あ らゆ る分野、あ らゆ るレベ ルでの国際交

流の進展 を図るこ とに より、各国間の相互理解 と信頼関係 を増進 させ、

国際社 会で の協調 と発展 に役 立たせ て い くこ とが重要 となって きて い
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る。 とりわけ情報の国際交流 を進展 させ るこ とは、各 国間の相互理解 を

促進 し、信頼関係 を構築す る。そればか りではな く、情報の 国際交流の

進展 は、 ヒ ト、モ ノ、 カネの交流の進展 を支 える役割 を果 たす。

このよ うな情報 の円滑 な交流 を可能に しているのが世 界的 な情報通信

基盤の進展であ る。例 えば、国際金融市場 を支 えてい るのは、東京、ニ ュー

ヨー ク、 ロン ドンのいわゆ る世 界3大 金融都 市 を結 び、24時 間金 融情報

を送 り続け る専用線 ネ ッ トワー クであ り、 また、東 欧諸国の変 革に西側

のマ スメデ ィアの影響が大 きかったこ とは記憶 に新 しい。

この ように、国際交流の進展 を支 える、基盤 としての情報通信 の役割

はます ます重 くなって きている。

本章 では、第1節 において、我が国 を中心 とす る ヒ ト、 モノ、 カネ、

情報の国際交流の現状 と国際交流 を支え る情報通信基盤の果 たす役割 を

概観 し、第2節 において、情報通信分 野における我が 国の対応 を概観 す

る。 第3節 にお いては、第1節 と第2節 を受 け、国際交流の促進 に向け

て、情報通信分 野における課題 と我が国が果 たすべ き役割 について記述

す る。

第1節 国際交流の進展 と基盤 としての情報通信

現在、世 界各 国の間 には ヒ ト、モ ノ、 カネ、情報 が絶 え間な く交流 し

ている。そ して、 こ うした国際交流の進展は、国際 的な相互依 存関係 を

進展 させ るとともに、一方では対外不均衡等の経 済問題や 地域 的な情報

通信基盤の偏在 の問題が生 じてい る。

情報通信基盤 は、 この よ うな国際交流が円滑に行 われ るための コ ミュ

ニケー ション手段 として不可欠な もの となってい る。

ここでは、我が国 を中心 とした国際間におけ るヒ ト、 モ ノ、 カネ、情
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報の交流の状況 を把握す る とともに、 その基盤 としで1青報通信基盤の果

た している役 割につ いて概観す る。

1国 際交流の進展

近年、 日本経済の グローバル化の進展等 を背景 に国際交流 も進展 して

いる。 ここでは、 ヒ ト、モ ノ、 カネ、情報の交流の うち、 ヒ トにつ いて

は出入国者数(注D、モ ノについては輸 出入金額、カネにつ いては長期資本

収支、情報 につ いては国際交 流情報量(注2)を用い、我が 国におけ る出(国

外流出量)、 入(国 内流 入量)に つ いて交流量の動向やバ ランスを定量的

に とらえることによ り、我が国 を中心 とした国際交流の現状、特徴 につ

いて概 観す る。

(1)我 が 国を中心 と した交流量の変化

我が国 を中心 とした国際交流におけ るヒ ト、モ ノ、 カネ、情報の交 流

量(出 と入の合 計)の 推移 は第2-1-1図 の とお りである。

過去20年 間 をみ ると、ヒ トにつ いて は約14倍 、モ ノについては約18倍 、

カネにつ いては約86倍 、情報 については約44倍(電 気通信 情報量、国際

郵便につ いては約1.4倍)と ヒ ト、 モノ、 カネ、情報 の交流のすべ てが増

大傾向 を示 してい る。特 に50年 代 前半 まではいずれ も安定 した伸 びを示

していたが、50年 代後半 に入 るとカネ、情報 の交流が著 しい伸び を示 し、

最近はその伸 びが加速 されている。

(注1)出 入国者 とは日本人出国者及び外国人入国者(昭 和51年 以 前は再入国許可

による外国人入国者を含む)を い う。

(注2)「 情報流通センサ ス」の計量手法に基づ き、国際通常郵便物数、国際電話取

扱数、国際テレックス取扱数、国際電報通数のそれぞれをワー ド換算 し加 える

ことにより、我が国を中心 とした国際交流情報量 を総合的に把握 した もの。な

お、電気通信情報量は、国際電話取扱数、国際テレックス取扱数及び国際電報

通数 を加えた ものである。
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第2-1-1図 国際交流量の変化
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、「国際収支統計」(日 本銀行)、

まず ヒ トの交流 についてみ ると、出国者数 につ いては約850万 人 と20年

前の約34万 人に比べ約25倍 と大幅 に伸 びてお り、入 国者数 は約200万 人 と

20年 前の約42万 人に比べ約5倍 の伸び となっている(第2-1-2図 参

照)。

モノの交 流は、第一次、第二次 オイル ショック等の影響 は受け た もの

の近年 は順調 な伸 びを示 してい る。輸 出は約2,600億 ドル と20年 前 に比べ

約20倍 とな ってお り・輸 入につ いて も、約16倍 の約1,600億 ドル とここ数

年の輸入促進政策 によ り順 調に増 えて きてい る(第2-1-3図 参照)。
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第2-1-2図 出入国者数の変化
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カネの交流 につ いてみる と、流 出が約1,500億 ドル と20年 前 に比べ 約

137倍 と、昭和55年 の外 国為替及び外 国貿易管理法の改正 を契機 として我

が国金融の国際化 の進展が進み、大 きく伸び ている(第2-1-4図 参

照)。

情報の交流は、電気通信に よ り交流す る情報量 をみ ると、流出が6.86×

1010ワ ー ド、流入が7.19×1010ワ ー ドと流出入 とも順調 に伸 びてお り、20

年間で約44倍 と急激に伸 びてい る。 なお国際通常郵便物数 は、差立が1

億1,388万 通、到着が1億5,530万 通で、20年 間の伸 びは1.4倍 で ある(第

2-1-5図 及び第2-1-6図 参 照)。

第2-1-4図 長期資本収 支の推移
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第2-1-5図 情 報 量 の 推 移
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第2-1-6図 総 情 報 量 と電 気 通 信 情 報 量 の 推 移
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(2)相 互依存関係 の進展

我が国を中心 とした ヒ ト、モ ノ、 カネ、情報の交流 につ いて、我が国

における国 内生産量(交 流量)に 対す る国際交流量の比率 をみ たのが第

2-1-7図 ～10図 である。

総 人 口に対す る出入国者数 の比率 を昭和43年 を100と す る と昭和63年

は1,125へ 、GNPに 対す る輸 出入金額の比率 につ いては昭和43年 の100

に対 して昭和63年 の269へ 、資本調達に対 す る長期資本収支 の比率 は昭和

43年 の100に 対 して昭和63年 の1,204へ 、 国内発信情報量 に対す る国際交

流情報量の比率 は昭和53年 度 の100に 対 して昭和63年 度の159へ とそれぞ

れ順調に増加 してい る。

この ように、 この20年 間におけ る我が 国 を中心 とした ヒ ト、 モノ、カ

ネ、情報 の交流量が増加す る とともに、 ヒ ト、 モノ、 カネ及び情報 の世

界に対す る依存関係 はよ り深 まって きて いる。

次に、 ヒ ト、 モ ノ、 カネ、情報 につ いて、世 界各地域別 にその交流量

の動 向を把握す る。

第2-1-7図
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第2-1-8図
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第2-1-10図 国内発信情報量 に対する国際交流情報量の伸び
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10年 前に、出入国者 の49.9%を アジアが 占め るに至 り、北米は3割 強に

減少 し、 ヨーロッパ も減少 してい る。 この傾 向は現在において も続いて

お り、ア ジア49.3%、 北米33.2%、 ヨーロッパ11.5%の 順 となってい る。

このよ うに、20年 前に比べて ヒ トにおけ る我が国 とアジア との相互依 存

関係の進展が うかが える。

(モ ノの地域別交流)

モ ノの地域別 の交流量 の割合 の推移 を表 したのが第2-1-12図 であ

る。

20年 前か ら現在 に至 るまで、ア ジア及 び北米が それ ぞれ3割 強 で推移

してお り、輸出入金額全体の約7割 をこの2地 域 で 占め てい る。 これに

対 して ヨー ロッパの 占め る割合は この20年 間に14.5%か ら昭和63年 には

18.6%へ と伸びている。
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第2-1-13図 長 期資本収支の地域別推移
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(カネの地域別交流)

カネの地域別 の交流量の割合 の推移 を表 したのが第2-1-13図 で あ

る。

昭和55年 の外 国為替及び外 国貿易管理法の改正前 は、地域別の割合 を

み る と特 に北米及 びヨー ロッパが突 出 していたわけではない。 しか し、

外為法の改正 を契機 として、北米及 びヨー ロッパ の割合が急激 に増 え、

今や 北米及び ヨー ロ ッパ で全体 の約8割 を占めている。

(情報の地域別 交流)

情報 の地域別 の交流量の割合 の推移 を表 したのが第2-1-14図 であ

る。

この20年 間、北米、ア ジアが国際交流情報量全体 の約7割 を占めてい

る。 しか しその内訳 をみ ると、20年 前は北米4割 、ア ジア3割 であ った

のが、現在 は北米3割 、アジア4割 と逆転 している。 ヨーロッパは20年

間ほ とん ど変化が ない。
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第2-1-14図 国際交流情報量の地域別推移
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郵政 省資料により作成

以上み たように、 国際交流の進展 を背景に我が 国は、 ヒ ト、 モノ、 カ

ネ、情報のすべ てにつ いて相互依 存関係 を進展 させてい る。

昭和43年 か ら昭和63年 の20年 間の地域別 の推移 をみ ると、

①20年 前においては国際交流の中心は北米であったが、 この20年 の間

に我が国は北米 に加 え、ア ジア とは ヒ ト、情報 を中心 に、 ヨーロッパ

とはモ ノ、カネを中心に相互依存関係 を進展 させ てい る。

② 我が国 と北米、 ヨー ロッパ との交流量 の割合 は、モ ノ、カネを中心

に増大 してお り、主 として経 済的に相互依存関係 を強めて きているが、

北米につ いては、 ヒ ト、情報の交流の割合はそれほ ど伸びてお らず、

ヨー ロッパについては、情報の交流の割合は変 わ らず、 ヒ トの交流の

割合 はむ しろ減少 している。

③ アジア とはモ ノの交流に比べ、 ヒ ト、情報 を中心に相互依存関係 を

進展 させ てい る。

とい う特徴があ る。
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(3)国 際交流 におけ るインバ ランスの拡大

ア 流出入の インバ ランス

我が国 を中心 とした国際交流におけ る全体 的な流 出入 のバ ランスを表

したのが第2-1-15図 である。

20年 間 を通 じ、 ヒ ト、 モノ、カネにつ いてはわずか な例外 を除 き一貫

して流出超過 が続 いている。一方情報 については、逆 に20年 間 を通 じ流

入超過が続いている。

昭和63年 においては、カネ(流 出が流入に対 して8.1倍)、 ヒ ト(同4.3

倍)、 モ ノ(同1.6倍)の 順 で引続 き大 きな流出超過 となって いるが、カ

ネ、 モノにつ いては近年 わずか なが ら低 下 してい る。情報については、

昭和63年 度 は流入が流出に対 して1.4倍 となってお り、近 年流入の超過傾

向は進む方向にある。

第2-1-15図 交流のバランス
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0.5は 流 入 に対 し て流 出 が3倍 で あ る こ とを示 し、-0.5は 流 出に 対 して 流 入が3

倍 で あ る こ とを示 す 。
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ヒ トの交流は、昭和40年 代後半 に入 る と、流入超過 か ら急激 に流出超

過に変化 し、 それ以降にっいては流入に対 して3倍 前後の大 きな流出超

過で推移 してい る。 モノの交流 は、20年 間を通 じて流出超過 となってい

る。 カネの交流 は、他 に比べて大 き く変動 してい るが、20年 間 を通 じ、

昭和55年 を除 き流出超過 となっている。 しか し、昭和40年 代後 半に急激

な流出超過 とな り、それ以降 はほぼ流入に対 して6倍 前後の流出超過で

推移 している。情報の交 流は20年 間 を通 じ流入超過 であるものの、超過

の割合 は他 に比べ最 も小 さ くなっている。

イ 地域別の流出入の インバ ランス

ここでは、流出入のバ ランスにつ いて我が国 と世界各地域 それ ぞれの

交流につ いてみる。

(ヒ トの地域別バ ランス)

ヒ トの交流 の地域 別バ ラ ンス状況 を表 したのが 第2-1-16図 であ

る。

第2-1-16図 出入国者数のバランス
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北米 については、10年 前か ら流出超過の伸 びが低 下傾 向にあ るが、近

年、北米か らの入国者が減少 して きてお り、再び流出超過 が強 ま りつつ

ある。 ヨーロッパ につ いては、 入国者の割合 が徐 々に増えつつあ り、流

出超過 の伸 びが低 下 して きて いたが、昭和60年 代 に 入 り流 出超過 が強

まってい る。 また、他 の地域 に比べて流出入のバ ラ ンスが一番 とれてい

る。ア ジアにつ いて は流出超過率が近年減少傾 向にあ り、ア ジアか らの

入 国者が年 々増加 していることを反映 してい る。

昭和63年 の流出超過の割合 は、北米(流 出が流入 に対 して6.4倍)、 ア

ジア(同4.0倍)、 ヨーロ ッパ(同2.5倍)の 順 となってお り、世界各地域

とも流出超過 である。

(モノの地域別バ ランス)

モ ノの交流 の地域 別バ ランス状況 を表 したの が第2-1-17図 で あ

る。

北米及び 自一ロッパ は ともに流出超過が続いてい るが、 昭和53年 か ら
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第2-1-17図 輸 出入金額のバランス
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昭和63年 の10年 間につ いてみ ると、北米 は流出が流入 に対 して1,6倍 か ら

同1.9倍 への増加 となっているが、流出超過 は昭和60年 をピークに縮小 し

てきている。 ヨーロッパ は流 出が流入 に対 して1.9倍 か ら同1.5倍 へ と流

出超過 は縮小傾 向にあ る。

アジアは、昭和40年 代後半か ら流入超過 であ ったが、昭和60年 代 に入っ

て流出超過に転 じ、昭和63年 は流出が流 入に対 し1.1倍 の流出超過 となっ

ている。

(カネの地域別バ ランス)

カネの交 流の地域別バ ランス状 況 を表 したの が第2-1-18図 であ

る。

北米 については、圧倒的 な流出超過が続 いてい る。10年 前に低下の傾

向がみ られ たが、近年 では20年 前の水準 に戻ってお り、流出超過 の割合

第2-1-18図
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は流入に対 して32.3倍 と高 い水準 であ る。 ヨー ロ ッパ につ いては・流入

超過、流出超過 を繰 り返 してい たが、昭和50年 代後半 か ら流 出超過 とな

り、近年 では流 出が流入に対 して2.6倍 とい う割合 にな っている。

(情報の地域別バ ランス)

情報 の交流の地域別 バ ランス状 況 を表 したのが 第2-1-19図 であ

る。

情報は、20年 前 においては北米、 ヨー ロッパ が流 入超過 であ り、アジ

アは流出超過 であった。

北米 については、昭和43年 度か ら昭和53年 度 にか けて流 入が流 出に対

して1.2倍 か ら同1.3倍 へ と増加傾 向にあったが、 その後 は低下傾 向にあ

り昭和62年 度は同1.1倍 と流出入が均衡 しつつあ る。ヨー ロ ッパ は、他の

地域 に比べ一貫 して大幅 な流入超過 となって いる。 流入超過 は、20年 前

の流 入が流 出 に対 して1.60倍 か ら10年 前 の 同1.4倍 へ と改 善 され つつ

第2-1-19図 情報のバランス
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あったが、 その後は再 び流入超過傾 向を強め、昭和62年 度は同1.63倍 と

20年 前 よ りも流入超過 となってい る。

ア ジアは20年 間流出超過 となっているが、その割合 は低 く、昭和62年

度においては流入に対 して1.02倍 と流出入はほぼ均衡 してい る。

以上 みたよ うに、我 が国を中心 とした国際交流における全体的 な流出

入のバランスをみ ると、 モ ノ、 カネにつ いて流出超過の若干の低下傾 向

がみ られ るものの、我 が国の国際交流におけるインバ ランスは依然 とし

て高い水 準にある。

北米 との関係 においては、 ヒ トは流出超過 を強めつつ あ り、モノは伸

び率は低 くな りつつ も流出超過は依然 として高い水準 にある。 カネは低

下傾向にある ものの圧倒 的な流出超過 である。 ヨー ロッパはモ ノについ

ては流出超過が低下傾 向にあ るものの高い水準にあ り、 ヒ ト、カネにつ

いては流出超過が続いている。情報については流入超過が拡大 している。

アジアは ヒ トにつ いては大幅 な流出超過 が続 いてお り、情報につ いては

流出超過 が改善方向にあ る。 モ ノは流入超過か らわずか なが ら流出超過

に転 じている。

(4)期 待 され る東欧諸国、 中国 との国際交流

昭和63年 にお ける我が国の全交流量に対 して、共産 圏 との交流が 占め

る割合 を表 したのが第2-1-20図 である。

全交流量に対 して、ヒ トは5.9%、 モ ノは6.0%、 カネは1.8%を 占めて

いるにす ぎない。

共産 圏 との ヒ ト、 モノ、 カネの交流量の推移 を表 したのが第2-1-

21図 である。

ヒ ト、モ ノ、 カネはそれ ぞれ この10年 間増加傾 向にあ る。 ヒ トについ

ては、出国者の伸びに支 え られて交流量全体 としては順調に伸 びている。

モ ノにつ いては、輸 出が昭和60年 以降2年 間減少傾 向 を示 したが、全体
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第2-1-20図 全 交流量に占め る共産圏の割合(昭 和63年)
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第2-1-21図 共 産圏との交流の推移
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1

としてみれば、漸増傾 向にあ る。 カネについては、増加減少 を繰 り返 し

なが らも10年 間増加傾 向を示 して いる。

共産圏 との全体 的な流 出入のバ ランス を表 したのが第2-1-22図 で

ある。

ヒ ト、モ ノ、 カネのそれ ぞれが流出超過 となってい る。特 に ヒ トにお
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第2-1-22図 共産圏との交流のバランス 倍
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ける大幅 な流出超過が 目立 ってお り、10年 間 この大幅 な流出超過は変化

していない。 これに対 し、 モノにつ いては近年輸 入が増加 し流出超過 が

改善 されて きつつ ある。 カネについては昭和60年 以降大幅 な流出超過の

減少がみ られ たが、近年 は以前の大幅 な流 出超過 の状態 に戻 っている。

このよ うに、共産 圏 との交流 も順調 に伸びているが、 その絶対量は、

ヒ トにつ いては北米の約6分 の1、 モ ノについては約5分 の1、 カネに

つ いては約22分 の1と 、他の地域に比べ る とは るかに小 さい。 また、交

流のバ ランスはかな りの流 出超過 とな っている。共産 圏の中で も東欧諸

国につ いては、我が国 として も今後民主化 の実現 と経済 の発展 を支援す

るため、国際交流その ものの絶対量 を増加 させてい くこ とが期待 される。

中国につ いて は、天安 門事件以降、渡航が制 限され るなど、我が国 との

国際交流は全般 に減少 し大 きな変化 を見せ たが、今後再 び回復 す るこ と

が期待 されている。

以上、国際交流の進展状況 をみて きたが、第2項 では、 この ような国
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際交流 の進展、特 に情報の国際交流の進展 をもた らした大 きな要 因であ

る情報通信基盤の整備状況 につ いてみ ることとす る。

2国 際交流の進展 と基盤 と しての情報通信

既 に見 たよ うに、我が 国 と世 界各国の間では、 国際交流 が近年 急速に

進展 してお り、情報 の交流 も目覚 ましい進展 をみせ てい る。

この ような情報の交流 の進展 には、 国際間 を結ぶ情報通信 基盤 、それ

ぞれの国の国内情報通信 基盤の発達 が大 き く貢献 してい る。

また、現在、国際交流の進展 に伴い、世 界的な相互依存 関係が深 まる

一方、地域的 な交流の格差や インバ ランスが生 じてい るが 、情報通信基

盤の整備 は、ヒ ト、モ ノ、カネに関す る情報 交流 を進展 させ るとともに、

文化、習慣等 の情報交流 を通 じて、各国に対 す る認識 を深 め、情報 の活

発 な交流 を通 じ、相互理解 と信頼関係 を促 進す る国際交 流 を実現 させ る。

ここでは、 情報の国際交流の著 しい発展 を可能 とした我 が国の情報通

信基盤及び各 国の情報通信 基盤 の発展 につ いて概観す る。

(1)国 際交流の進展 と我が 国の情報通信基盤

情報 におけ る国際交流は、我 が国 と諸外国 を結ぶ情報通信基盤 の整備

と並ん で、我 が国の国内の情報通信基盤が整備 され、発信能力、受信能

力が ともに向上す ることに よ り進 展 して きた。

ア 国際交流の進展 と我が国の国際情報通信基盤

情報(電 気通信情報量)の 国際交流が20年 間の間に44倍 と目覚 ましい

進展 を示 した中で、我が国 におけ る国際電話 回線 も、昭和63年 度末現在

8,305回 線、20年 前の52倍 と大幅 な伸 び を示 した(第2-1-23図 参照)。

国際電話回線の主 な伝送路には、通信衛星、海底 ケー ブルがあ る。昭

和63年 度末 にお い ては、通 信衛 星 が5,746回 線 で国 際電 話 回 線全体 の

69.2%を 、海底ケーブルが2,555回 線で30.8%を 占めてい る。

10年 前 に対す る伸 び を見 る と、通信衛星 は8.1倍 、海底ケーブルは6.7
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第2-1-23図 我が国の国際電話回線数の推移
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倍 と、ともに順 調な伸 び を示 してい る。元年4月 よ り第3太 平洋横断ケー

ブル(TPC-3)の 運用が開始 されたことに より、今後、海底ケー ブ

ルの 占め る割合が伸 びる と考 えられる。

我が国の国際電気通信 ネ ッ トワー クは量的 に着実に整備 されて きてい

るが、最近 はそれに加 え、デジタル化 も急速 に進んでいる。光 海底 ケー

ブル方式や衛星通信 におけ るデジタル伝送方式の導入等、量的な面のみ

な らず、質的な面において も進展 をみせ ている。

また、昭和63年 度におけ る国際通常郵便物数 は2億6,918万 通で、20年

前の1.4倍 と国際郵便 も着実 な伸 びを示 している。

この よ うな、我が国の国際情報通信基盤の発展が情報 におけ る国際交
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流 を促進 させ る大 きな要 因で あった。

イ 国際交流の進展 と我が国の国内情報通信基盤

一方、20年 間の間に情報の国際交 流 を促進 させ る、 もう一つの大 きな

要因である我が国の国内情報通信基盤 も大 き く進展 した。

我 が国におけ る加入電話契約数 は昭和63年 度末現在、5,034万 契約で、

20年 前の4.2倍 の伸び を示 した。 また、1千 人当た りの普及率 を見 ると、

昭和63年 度末現在、421契 約で、20年 前の3.6倍 とな ってい る(第2-1-

24図 参照)。

世 界 と比較す る と、昭和60年 度末 におけ る我が国の加 入電話契約数 は

4,530万 契約で、世界全体 の12.5%を 占めてい る。1千 人 当た りの普及率

では、我が国は380契 約 で、世界平均(1千 人当た り75契 約)の5.1倍 と

第2-1-24図 我が国の情報通信基盤の整備の推移
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(注)'1.加 入 電話 契 約数 はNTT資 料 に よ り作 成 。

2.テ レビ ジ ョン受 信 機 は9月 未 の数 値 で あ り、 郵 政 省 の 推 計。
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なっている。 この ように、我が国の電気通信 ネッ トワー クはこの20年 間

著 しい進展 を示 して きた。

また、国内電気通信ネ ッ トワー クにおいてもデジタル化が急速 に進ん

でいる。昭和63年4月 か らISDNサ ー ビスが開始 され、2年 度末には

全国で利用可能 となるな ど、国内電気通信ネ ッ トワー クも量的な面のみ

な らず、質的 な面において も進展 をみせ てい る。

一方、我が国における昭和63年9月 末の使用中のテレビジョン受信機

は約8,600万 台で、20年 前の約2.6倍 、1千 人当た りの普及率 は約709台 で

20年 前の約2.2倍 となって いる。

世界 と比較す ると、昭和61年 におけ る我が国のテレビジ ョン受信機 は、

約8,100万 台で、世界全体 の約11.3%を 占め、1千 人 当た りの普及率は約

668台 で、世 界平均(1千 人当た り147台)の 約4.5倍 とな っている。

この ように、 国内の情報通信基盤 はパー ソナル ・メデ ィア及 びマ ス ・

メディアの両方 で発展 して きてお り、この ような情報通信 基盤 の発展が、

我が国の情報発信能力及び受信能 力 を向上 させ 、国際交流 を促進 させ て

きた。

(2)各 国の 国内情報通信基盤 における地域 的な偏在 と国際交流

今後、我が国が国際交 流 を進展 させ るためには、我が国だけではな く、

交流を行 う相 手国の国内情報通信 基盤の整備 も必要 である。

昭和60年 末 におけ る世界全体 の加入電話契約数 は、約3億6千 万契約

となってお り、入 口1千 人当た り75契 約 と、我が国の約5分 の1の 普及

状況 となっている。

地域別 に見 ると、 人口では世 界の約20%を 占め るにす ぎない ヨー ロッ

パ及び北米が加 入電話契約数では、世界の約70%を 占めている(第2-

1-25図 参照)。 さ らに1千 人当た りの普及状況で見 ると、最 も普及 して

い る北米 は最 も普及 の遅れているアフ リカの約27倍 と、各 国の国内電気
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第2-1-25図 昭和60年 における地壊別加入電話契約数及び人 ロの構成比

O加 入 電話 契 約数

アフ リカ1.4%オ セ アニア2 .1%

中南米5.2%

○人 ロ

オセ アニア0.5%

ITU「 公衆電気通信統計年鑑」により作成 世界銀行 「WorldBankAtlas」 により作成

通信 ネ ッ トワー クは地域 によ り大 きな格差が ある。

昭和45年 か らの1千 人 当 た りの加 入電話 の普 及状況 の推移 を地域別

に見 たのが第2-1-26図 である。

15年 前 に比べ 、アジアは2.8倍 、 ヨー ロッパ は2.7倍 と、世界平均の伸

び(1.8倍)を 大 き く上回ってお り、 これ らの地域 での国内電気通信 ネッ

トワー クの整備 が進んで きているこ とを示 してい る。一方、北米の伸 び

(15年 前の1.4倍)は 低 いが、 これは、1千 人当た り約450契 約 と、ほぼ各

家庭 に電話が行 き渡 ったこ とが大 きな要 因であ る。

さらに、 ヨー ロッパ、北米、 オセアニア及 びアジアの一部の先進諸国

では、ISDNの 導入 を積極的に進めてお り、地域に よる格 差は量的の

みな らず、質的に も生 じて きて いる。

また、テレビジョン受信機の昭和61年 末 におけ る1千 人当た りの普及状

況 を見 る と、最 も普及 の進ん でいる北 米は最 も普及の遅 れてい るアフ リ

カの約31倍 となってお り・マス ・メデ ィアである放 送において も地域 間

格差が顕著 である(第2L1-27図 参照)。
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既 に見 た情報 の国際交 流の進展状況 と情報通信基 盤 との関係 を見 る

と、北米、 ヨー ロッパ、ア ジア など我 が国 と情報 の国際交流の盛ん な地

域は、 国内の情報通信基盤が整備 されているか、あ るいは現在急速に整

備 されて きてい る地域 である。一方、情報通信 基盤 の整備が遅 れてい る

中南米及 びア フ リカとは、交流量が全体的に少 な く、あま り進展 もして

いない地域で あ り、各 国の情報通信基盤の地域 間格差 は、情報 におけ る

国際交流の地域的偏在 を生む要因 となってい る。

第2-1-26図 地 域別加入電話普及率の推移
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ITU「 公衆 電 気通 信 統 計 年鑑 」 及 び世 界 銀行 「WorldBank

Atlas」 に よ り昭 和45年 か らデー タの あ る62か 国 で作 成
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第2-1-27図 地域別テレビジ ョン受信機普及率の推移
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この ように、我が国が世界各国 との情報 の交流 を盛んに して い くため

には、国内の情報通信基盤 の整備は もとより、国際間の情報通信 基盤の

整備 とともに、交流相手 国の国 内情報通信基盤の整備が不可欠 である。

また、情報通信基盤の整備 は、文化 、習慣等の情報交流 を促 進 させ る

と同時に、 ヒ ト、モ ノ、 カネに関す る情報交流の進展 を通 じ、 ヒ ト、モ

ノ、カネの国際交流 をも進展 させ る。

既 にふれたよ うに、国際金融市場の24時 間為替取 引 きを可能 としたの

は国際専用線 ネ ッ トワー クである。

国境 を越 えたテレビ電波 を通 じ、西側の豊か さを国民が知 り得 たこ と

が、東欧の民主化の動 きに大 きな影響 を与 えた ことは記憶 に新 しい。誰

もが予期 しえなか った東西 ドイツの統一問題 もスケ ジュー ルに挙 がって
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いる。 このよ うに ダイナ ミックに展開 された運動の背景 には、高度 な情

報通信 技術 に支 えられた活発 な情報交流があった。

また、情報通信ネ ッ トワー クは、世 界各都市の航 空会社 の支店か ら即

座 に世 界の航 空会社 の座 席予約 を行 うこ とを可能に し、 ヒ トの交流 を支

えてい る。海外旅行 者の旅行先 での代金決済等のシステム を支 えている

のは世 界100か 国以上 を結 ぶカー ド会社 の情報通信ネ ッ トワー クである。

この ように、情報通信 基盤 の整備 は、情報 の交流は もとよ り、 ヒ ト、

モ ノ、カネの交流 をも含 め、あ らゆる国際交 流を支 えてい る。今後、我

が国を含め、全世界的に国際交流 を進展 させ 、相互理解 と信頼関係 を構

築 してい くためには、全世 界的に情報通信基盤を整備 してい くこ とが重

要であ り、我 が国は情報通信分 野におけ る国際協力、国際協調等に積極

的に取 り組み、その責任 を果た していかねばな らない。

第2節 では、国際交流促 進に向けての情報通信分野における我が国の

対応について見るこ ととす る。
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第2節 国際交流促進に向けての情報通信分野に

おける我が国の対応

これまで我が国は、情報通信分野において、世界の中で我が国が先進

自由主義国の主要な一員であると同時に、アジア ・太平洋地域に位置す

る一国でもあるとの立場から、情報通信基盤整備のための国際協調、国

際協力等を通じ、国際交流促進に向け積極的に対応を進めてきたところ

である。

本節では、国際機関を通 じた対応、開発途上国への協力、先進諸国と

の協調等、情報通信分野における我が国の対応を概観 した後、一つの情

報圏を形成 しているアジア ・太平洋地域、我が国と緊密な交流関係にあ

る北米 ・EC、 より一層の交流が期待される中南米、アフ リカ、中近東

等く地域別の対応について記述する。

1情 報通信分野における我が国の対応

ここでは、情報通信分野における我が国の対応を概説する。

(1)情 報通信基盤の充実のための我が国の対応

ア 国際機関を通じた対応

情報通信分野における国際間の協力や通信方式の国際標準化 を進める

ため、国際電気通信連合(ITU)等 情報通信を専門的に取 り扱 う国際

機関の場において、様々な問題の解決が図られ、国際交流の促進に貢献

してきている(第2-2-1図 及び第2-2「2表 参照)。

我が国は、国際機関の場を通 じて、諸外国と協力しながら世界的な情

報通信の発展のために積極的な貢献を行 っている。

主な国際機関の最近の動 きは、次の とお りである。
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lTU全 権 委員会議
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ITUに つ いては、国際無線通信諮 問委員会(CCIR)の 最終会議

(SG11)が 、1989年10月 に開催 され、HDTV番 組制作規格 の勧告案

等につ いての審議 が行 われ た。

インテルサ ッ トにおいては、第15回 通常締約国総会 が、1989年10月 に

開催 され、 オライオ ン ・システムに見 られるよ うな大規模 な大洋横 断型

の非 インテルサ ッ ト系システムの参 入に関 して、非 インテルサ ッ ト系シ

ステム認定の ためのガイ ドラインの作成 について審議 が行 われた。

インマルサ ッ トについては、臨時総会が、1989年1月 に開催 され、イ

ンマルサ ッ トが陸上移動衛星通信 も提供 で きるよう条約及び運用協定が

改正 され、 この条約 改正 の発効に よ り、1989年10月 よ り業務 の提供 が可

能 となった航空衛 星通信 とともに、陸海空すべての移動衛 星通信 業務 の

提供が可能 となる。

また、UPUの 第20回 大会議が、1989年11月 に開催 され、国際郵便の

品質改善 ・サー ビスの向上 を図 るための 多 くの議案が採択 され た。
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第2-2-2表 情 報通信に関連する国際機関の概要

機 関 設立年 加盟国数等 本部等所在地 概 要

電

気

通

信

ITU

(国際電気通信連合)
1947 166 ジュ ネ ー ブ

国連の専門機関。電気通信分 野に

おけ る国際的協力のための組織 で

あ り、電気通信の利用の促 進及び

電 気通信 技術 の発 達 の促進 を 目

的。 日本は、管理理事会の理事 国

及 びIFRB(国 際周波数登録 委

員会)の 委貝の選出国。

インテルサ ッ ト

(国際電気通信衛星機構〉
1973 117 ワ シ ン トン

国際公衆電気通信業務に必要な宇

宙部分(衛 星及びその管制等に必

要な関連地上設備)を 提供するこ

とを主たる目的。

インマ ルサ ッ ト

(国際海事衛星機構)
1979 56 ロ ン ドン

船舶等を対象とする海事通信を改

善するために必要な宇宙部分(衛

星及びその管制等に必要な関連地

上設備)の 提供を目的。

APT

(アジア・太平洋電気通信共

同体)

1979 22 バ ン コ ク

ア ジア ・太平洋地域の電気通信 の

開発促進及び地域電気通信網 の整

備 ・拡充 を主た る目的 とす る地域

的電気通信機関。 日本は、創立以

来、政府べ一 スの長期専 門家2名

を事 務局 に派遣 してい る ほか、

1989年 度 には4名 の専 門 家 を派

遣、24名 の研修員 を受入れ。

郵

便

UPU

(万国郵便連 合)
1874 171 ベ ルン

国連 の専 門機関。郵便業務の効果

的運営に よって諸 国民間の通信連

絡 を増進 し、かつ、文化、社会及

び経 済の分野 における国際協 力の

発展 に寄与す るこ とを目的。 日本

は、CCEP(郵 便研 究諮問理事

会)の 理事 国であるほか、国際事

務局に職員2名 を派遣。

APPU

(ア ジア ・太平洋郵便連合 〉
1962 23 マ ニ ラ

ア ジア及び太平洋地域 内における

郵便業務 の改善 及び郵便上 の協 力

関係の緊密化 を図るために、UP

U憲 章に基づ いて設立された限定

郵便連合。

放

送

ABU

(アジア ・太平洋放送連合)
1964

39

(機関 ・
正会貝)

クアラル ン

プール

ア ジア ・太平洋諸国の放送機関に

よる、放送に関す る研究の促進、

情報の交換、国の開発 と教 育の分

野におけ る放送の利用の促 進、放

送 を通 じた国際的な友好等 を目的

とす る非政府機関。アジア ビジョ

ンを運営。



一204一 第2章 国際交流の進展と情報通信

機 関 設立年 加盟国数等 本部等所在地 概 要

そ

の

他

OECD

(経済協力開発機構)
1960 24 パ リ

情報'コ ンピュー タ・通信政 策(I

CCP)、 工業(IND)、 競争政

策(CLP)、 経済開発検討(ED

RC)等 の各専門委員会 において

情報通信分野 におけ る規制緩和等

の政策変化 の動 向、情報通信 サー

ビス貿易の 自由化 問題 、情報通信

の技術革新や標 準化等技術的側面

の経済 ・社会 ・制 度へ の影響 など

情報通信にか かわ る様々 なテーマ

を検 討。

GATT

(関税 と貿 易に 関す る一 般

協定)

1947 92 ジュネーブ

ウ ル グ ア イ ・ラ ウ ン ド(1986年
～1990年)に おいて、サー ビス(金

融 、運輸、電気通信等)貿 易の拡

大 ・自由化 を推進す るため、国際

ルー ルを作 成す るこ ととし、GN

S(サ ービスに関す る交渉 グルー

プ)が 設置 され、継 続的に交渉 中。

ESCAP

(国連ア ジア ・太平洋経済社

会委貝会)

1974 38 バ ン コ ク

ECOSOC(国 連経済社会理事

会)の 監督下にある地域経済委員

会。海運・運輸通信委貝会の運輸・
通信 ・観光ウイングで、域内の電
気通信及び郵便の開発に関する技

術及び経済関係の諸問題の討議 ・

勧告を行い、その実施状況を検討。

IMO
(国際海事機関)

1958 134 ロ ン ドン

国連の専門機関。海運に影響のあ
るすべての種類の技術的事項につ
いて国際協力を促進することを目

的。無線通信に関する事項は、主

として海上安全委貝会及び無線通
信小委貝会で審議。

ICAO

(国際民間航空機関)
1947 156

モ ン ト リ

オ ー ル

国連の専門機関。国際民間航空の

安全かつ秩序ある発展及び国際航
空運送業務の健全かつ経済的な運

営を目的。航空通信の要件、無線
設備の技術基準、航空通信に分配

された周波数の使用等の国際的な

統一基準を航空委貝会、通信部会
等で審議・勧告。

ISO

(国際標準化機構)
1947

73

(機関)

、

ジ ュ 不一 プ

電気・電子工学分野を除く世界的
な規格の審議制定の促進を図るこ

とを目的として、各国を代表する

機関で構成される非政府機関。

IEC

(国際電気標準会議)
1906

40

(機関)
ジ ュ ネ ー ブ

電気 ・電子工学分 野に関す る国際

規格 の統 一 と協調 を促進 す ること

を 目的 として、各国 を代 表す る機

関で構成 され る非政府機関。
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イ 開発途上国への協 力

現在 、先進国 と開発途上 国間に は、情報通信 基盤 の整備につ いて著 し

い格差 が存在 してい る。円滑な コミ山ニケー シ ョンを行 うためには、送

受信双方 で同レベルの情報通信施設が確保 され るこ とが必要であ り、国

際通信 のための基盤の整備 と並 んで各 国の国内通信 基盤の整備 が重要で

ある。

また、情報通信基盤の整備 は、開発途上国の社会 ・経済の発展のため

の基盤 として不可欠 な ものであ り、その整備 ・拡 充は、開発途上国に とっ

て重要な課題 となっている。

我が国は、優 れた技術力 と経済力 を有 してお り、開発途上国か ら我が

国の協力につ いて期待が寄せ られている。郵政省 としては、ア ジア ・太

平洋地域の一 員 としての立場か ら、 同地域へ の協力 を中心 に、情報通信

分 野にお け る国際協 力 を今後更 に積極 的 に推 進 して い くことと して い

る。

また、昨年秋以来、民主化が進 め られ てい る東欧諸国に とって も、今

後、市場経済の導入 によ り経済発 展 を図ってい く上 で、国内の情報通信

基盤を早急に整備 してい くこ とが必要 となってお り、 この分野へ の我が

国の協力に期待 が寄せ られてい る。我が 国 として も、東欧諸国の民主化

と経済発展 を支援す るため、欧米諸国 と連携 を取 りつつ、東欧諸 国に対

して国際協力 を積極 的に行 って い くことが、今後の重要 な課題 となって

いる。

政府べ一 スの国際協 力である政府開発援助(ODA)に は、資金協力

及び技術協力か らな る二 国間協力 と国際機関への出資 ・拠 出等の多国間

協力 とが あ り、 その概略 は第2-2-3表 の とお りである。
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第2-2-3表 情 報通信分野における政府開発援助(ODA)の 分 類

政

府

開

発

援

助
(

O

D

A
)

二国聞

贈 与 技術協力

① 研修貝の受入れ

開発途上国か ら研修貝 を受け入れ、専門知識、

技術 の移 転 を行 うこ とによ り研修員が開発 途

上 国の経済 ・社会開発 において積極的 な役割

を果 たすこ とを目的。466名(プ ロジェク ト方

式技術協 力に よる受入れ を除 く)を 受入 れ。

② 専門家の派遣

開発 途上国又は国際機 関の要請に基づ いて行

われ る ものであ り、専 門家 が持 つ知識及 び技

術 を開 発途上 国 の人々 に移 転す るこ と を 目

的。137名(プ ロ ジェ ク ト方式 技術協力に よる

派遣 を除 く)を 派遣 。

③ 第 三 国 研 修

開発途上国が日本の財政的支援及び専門家派

遣による技術支援を受け、近隣諸国の研修生
を招請し、地域の事情に適合した技術研修を

行うことを目的として実施。8か 国において
実施。

④ 開 発 調 査

開発途上 国の公共 的な開発計画 に関 し、専門

家に よる調査団 を派遣 し、現地調査 及び国内

作業 を行 い、 その結果 を報告書 としてま とめ

上げ、開発計 画の推進に寄与 するこ とを目的。

10案 件に対 し、121名 を派遣。

⑤ プ ロ ジ ェ ク ト

方 式 技 術 協 力

専門家の派遣、研修 員の受 入れ、機材 の供 与

を有機 的に関連付け て、計画の 立案 か ら実施、

評価 まで計面的かつ総合 的に技術協 力を行 う

もの。9プ ロジェク トについて、専 門家の派

遣80名 、研修員の受入れ37名 、機材供与4憶

1千1百 万円 を実施。

⑥ 単独機材供与

技術 訓練 、技術移転及 び技術 の普及 を円滑 に

行 い、当該国の経済的、社会 的発展 に貢献す

るこ とを 目的 として、開発途上 国に必要機材

を供与。4か 国に対 し、1億4千5百 万円の

機材 を供 与。

無 償 資 金 協 力
通信分 野におけ る無償資金協 力は、 ネパー ル
の 中波 ラジオ放 送網 整備計画 に対 す る資金協

力 をは じめ 、120億3百 万 円。

有 償 資金 協 力(円 借 款)
通信分野 におけ る円借款 は、 フィ リピンの全

国通信施 設事 業に対す る借款 をは ヒめ、654億

8千3百 万円。

多国間 国際機関に対する出資・拠出等

UNDP(国 連開発計画)、IBRD(国 際復

興 開発銀行:世 界銀行)、IDA(国 際開発協

会:第 二世 銀)、ADB(ア ジア開発銀行)、

1TU、CTD(ITU電 気 通信 開 発 セ ン

ター)、APT等 。

(注)1989年 度の実績 である。
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二国間の資金協力には、無償 資金協力(返 済義務 を課 さない資金供与)

と有償 資金協力(円 借款:資 金 を長期 ・低利で融資す るもの)が ある(第

2-2-4図 参照)。

二国間の技術協力は、開発途上 国に対 して、技術 の普及又は技術水準

の向上 を目的 として実施す る ものであ り、主に人的交流、技術移転の側

面を持つ。政府べ一 スの技術協力 は、主 として国際協 力事業団(JIC

A)を 通 じて実施 されている。

国際機 関を通 じた技術協 力 としては、APT、ITU等 の要請 に応 じ、

専門家の派遣、各種 セ ミナーへ の寄与、研修員の受入れ等 を行 ってお り、

加盟開発途上国の技術水準 の向上 に貢献 して いる。

第2-2-4図 資金協力に占める通信分野の割合の推移

%

12

1

0

1

1

p

[L・ … ぜ

一 般 無 償 援 助

198019811982198319841985198619871988

年度

外 務 省 資料 に よ り作 成

(注)1.交 換 公文 締 結べ 一 ス。

2.一 般 無 償 援助 とは、無償 資金協 力の うち、水産 、文化 、

災害 、 食糧 、 食糧 増産 な どの特 定 の援 助 形 態 に属 さな い

もの に対 す る無償 援助 の総 称 で あ る。援 助 対 象分 野 に は、

保 健 ・医療 、教 育 ・研 究 、農 業 、通信 、 運 輸 等が あ る。
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ウ 先進諸 国 との協調

情報通信分野 の世界的な発 展のためには、 日本、米国、 カナ ダ及 び西

欧諸国 といった情報通信分 野の先進国が協調 して政 策の推進や諸問題 の

解決に当たってい く必要 があ る。我が国 は、 これ らの先進諸国 と二国間

定期政策協議 を開催 す るな ど、機会 を とらえて意見交換、情報 交換 を行 っ

てお り、協調関係 の構築 に努めて いる。

また、情報通信 は、社会 ・経済の基盤 としての重要性 に加 えて、一っ

の有望 な産業分 野 として、社会 ・経済発 展の原動力 となって きたため、

OECD等 の場において、情報通信サー ビスの円滑 な越境取 引 きを実現

す るための方策 の検討が行 われ るな ど、 多国間協議の場にお いて、先進

諸国間に よる情報通信分野の社会 的 ・経済的側面か らの政策調整等が図

られてい る。

工 民間レベ ルでの対応

情報通信分野 では、政府 間の国際協調 ・協 力のほかに も、民間、学界

等 を含 めた幅広 いレベ ルでの交流が数 多 く行 われてお り、例 えば、NT

TやKDDは 、海外 の電気通信事業体 との問で技術協力等 の面か らヒ ト

の交流 を進めて きている。

この ほか、各国 を代表す る機 関に よ り構成 され る国際標準機 関 である

国際標準化機構(ISO)、 国際電気標準会議(IEC)、 ア ジア ・太平

洋諸国の放送機関 に よる国際組 織であるアジア ・太平洋放 送連合(AB

U)等 の非政府機関 も、活発な活動 を行 ってい る。

郵政省 は、 これ らの民間べ一 スの活動に対 して も積極的 な支援 ・参画

を行 ってい るところであ る。一例 として、太平洋地域 にお け る電 気通信

分 野の協力 の推進、学術研 究の促進 ・発達 の場の提供 を目的 として1980

年 に設立 され た太平洋電気通信協議会(PTC・ 本部 は米 国ハ ワイ州 ホ

ノルル)・に対 して、設立当初か ら積極 的に支援 している。
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(2)情 報通信 分野におけ る我が国の国際交流

ア 放送 を通 じた国際交流の促進

我が 国 と諸外国 との国際交流 を促進 し、友好関係 を維持 してい くため

には、先進国 ・開発 途上 国 を問わず、諸外国 との相互理解が不可欠であ

り、諸外国に対 して我が国の正 しい姿 を紹介す る とともに、我が国 も諸

外国の実情 を正 し く理解す ることが必要 であ る。

放送 は、全世 界に対 して同時かつ即時 に、 しか も安価 に情報提供 を行

うことが可能であ り、特 にテレビジョン放送等の映像 メデ ィアは、諸外

国の我が国に対す る理解、認識 を深め るための情報提供 手段 として効果

的である。

このため、我が国 をは じめ各国は、 国際放 送や番組交流 を通 じて、全

世界に向けて国 内事 情、歴史、文化、芸術、風俗、 自然等の紹介 を行 っ

てお り、国際交流及び相互理解 の促進 等に大 き く貢献 してい る。

我が国の国際放送 は、 国際理解の増進や海外在留邦人への情報提供等

を目的 として、NHKが 「ラジオ 日本(RadioJapan)」 の名称 で、1989

年度において は、21言 語、1日 延べ43時 間、全世 界に向け て短波放送 に

よ り実施 してお り、今後 ともその充実強化が望 まれている。

また、我が国の放 送事業者の諸外国の放送事業者 との放送番組 の交流

も盛んに行 われてい る。例 えば、NHKは 、1988年 度にお いて、テ レビ

番組交流及び ラジオ番組交流 をそれ ぞれ32か 国、48か国 との間で行 った。

テレビ番組につ いては、 「な らシル クロー ド博」等の番組提供 を30か 国、

33機 関、1,465件 にわたって実施、番組受入れ を10か 国、10機 関、206件

にわたって実施 した。 ラジオ番組については、番組提供 を41か 国、56機

関、239件にわたって実施、クラシッ ク音楽番組等の番組受 入れ を34か 国、

48機 関、932件 にわたって実施 した。これ らの番組交流は、相互理解の促

進に貢献 してお り、 さらに番組交流 を進展 させてい くことが期待 されて
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い る。

イ 電気通信 技術 の研究開発におけ る国際 交流の促進

電気通信は、世 界共通の基盤であ り、普遍的 ・国際的 な性格か ら、そ

の技術 開発の面において も、積極 的な交 流を進め るこ とが重要 である。

郵政省 では、国際標準化のための活動への積極 的 な参加 と寄与 を行 っ

ているほか、二国間科学技術協 力協定 な どに基づ き、外国研究機関 との

国際共 同研究、外 国人研究者の招へ いな どの 国際研 究交流 を推進す ると

ともに、将来 の世 界の電気 通信 の発展に資す るため、 「電気通信 フロン

ティア研究開発」 をは じめ基礎研 究の充実 に努めてい る。

科学技術協力協定 は、政府 レベ ルでの研究協力の取決めであ り、1990

年3月 末現在 、14か 国 との間で締結 されてい る。科 学技術協 力協定 の下

で活動 中の通信 関連 の案件は、10か 国47テ ーマに上 り、諸外 国 との研究

協力体制は強化 され る方向にあ る。

また、宇宙開発 の分野 において も、米 国NASA(航 空宇宙局)やE

SA(欧 州宇宙機関)と の間で情報交換、共同研 究等の交流が行 われて

い る。

ウ 郵便 を通 じた国際交流の促進

郵便 は、国際間の情報流通 ・物 流の手段 として、 また、国際文 通の例

に見 られ るように、 国際間の人 と人 とのコ ミュニケー シ ョンの基礎 的な

手段 として、国際交 流に大 き く貢献 している。

この ため、郵政省 では、国際郵便の利用促 進 を図 るため、外 国郵政庁

との郵便情報ネ ッ トワー クの構 築、国際郵便追跡 システムの構築 等国際

郵便 ネッ トワー クの整備 を行 ってい る。 この ほか、窓 口表示の英語併記

な ど外 国人が利用 しやす い郵便局づ くり、郵 トピア指定都 市 とその姉妹

都市 の郵便局間での姉妹郵便局 の締結 等、郵便局 を通 じての国際交流の

促進 を図ってい る。
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国際姉妹郵便局提携調印式の模様
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なお、1990年3月 末現在 、松 山中央郵便局 一米国 カ リフォルニア州サ

クラメン ト・メイン郵便局 、沼津郵便局一米 国 ミシガン州 カラマズー ・

メイン郵便局、新潟 中央郵便局 一中国ハル ビン郵便局 の間で姉妹郵便局

締結が行われ ている。

以上、国際交流の促進 に向け てのこれ までの我 が国の対応 を概観 した

が、次に、現在我が国 と密接 な交流関係 にあるアジア ・太平洋地域、北

米 ・EC等 を中心に、情報通信分野における我が国の対応 を見 るこ とに

する。

2ア ジァ ・太平洋情報 圏 と我が国の対応

ア ジァ・太平洋地域 と我 が国の間では、ヒ ト、モ ノ、カネの面 ばか りで

な く、情報通信の分 野において も密接 な交流が行 われてい る。ここでは、

日米 を軸 として北米、アジアNIEs、 アセア ン、オセアニア、南西アジア
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の諸国 を含むこの地域が一つの情報 圏 となっているこ とをみ た後、 同情

報圏の情報通信基盤 の現状 につ いて概 観す るとともに、通信 ・放送分 野

の国際 交流、国際協力 な ど我が国の対 応につ いて述べ る。

(1)ア ジア ・太平洋情報圏の現状

ア ア ジア ・太平洋情報圏の形成

第1節 でみたように我 が国 と世界各地域間の情報交流 は北米、アジアが

全交流情報量の約7割 を占めて いる。 中で もア ジアは約4割 を占め、最

も交流情報量の大 きい地域 となってい る。

我が国か らの国際電話の地域別取扱数 をみ たのが第2-2-5図 であ

る。

1986年 度にお いてはアジアが6,277万 回で世 界全体 の46.8%を 占め最

も多 く、ついで南北 アメ リカの4,024万 回で世界全体 の30.0%を 占めてい

る。国別 では1983年 度は1位 が米国(本 土)、2位 が韓 国、3位 が台湾 で

あ り、以下10位 までにア ジア ・太平洋地域の6か 国1地 域 が含 まれている。

第2-2-5図 国 際 電 話 の 地 域 別 取 扱 数

アフ リカ(0.6%)

大洋州(5.6%)

KDD資 料により作成
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一 方、1988年 のア ジア ・太平洋地域 内各国か らの国際電話の通話先状

況 をみ ると、通話先で最 も多いのは 日本、米国、次いで香港、オー ス ト

ラリア、英 国等 となってい る。情報通信分 野におけ る日米 を中心 とした

アジア ・太平洋地域 内の密接 な交流の状況 が うかがえる。

世界各国につ いて 日本 向け通話が上位5位 までに入 っている国 ・地域

は、ア ジアでは、9つ の国 ・地域、オセアニアでは5か 国、 それに米国

の計15の 国 ・地域であ る。

特に 日本 向け通話の順位 の高 いのはア ジアNIEs、 アセアン諸国で、韓

国、 タイ、マ レイシア、台湾は1位 、 イン ドネ シア、フ ィリピン、 シン

ガポールは2位 となっている(第2-2-6図 参照)。

第2-2-6図 ア ジア主要国の海外通話に占める対 日本向通話量
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この ように電 話の通話状況 か らみる と、米国、アジァNIEs、 アセアン

等ア ジア ・太平洋地域 は他 の地域 と比べ我が国 との情報交流が活発 に行

われてお り、一つの情報 圏が形成 され ている。

イ アジア ・太平洋情報圏の情報通信基盤 の現状

(ア)国 際通信 ネ ッ トワー クの現状 と整備 の必要性

(衛星通信 システムの現状)

衛 星通信 システムには、全世 界 を対 象 とす るグローバル衛星通信 シス

テム と限定 され た数 か国程度 を対象 とす る地域衛 星通信 システム及び 自

国内を対象 とす る国内衛星通信 システムが ある。

現在、ア ジア ・太平洋地域において運用中の シス テムは、 グローバ ル

衛 星通信 システム としてインテルサ ッ ト及び インマルサ ッ トがあ る。

インテルサ ッ トにおけ る太平 洋地域 の電話 トラピック量は、大西洋、

イン ド洋 と比べ ると小 さいが、1984年 か ら1988年 までの5年 間の平均伸

40

35
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25

20

15

10伸

び

肇5一

弩
0

第2-2-7図 イ ンテルサ ッ ト・電話 卜弓ピックの伸び率
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び率 をみ ると大西洋10.2%、 イン ド洋9.7%に 対 して太平洋 は24.5%と 三

大洋 中最 も大 きい(第2-2-7図 参照)。

一方、 インテルサ ッ トの国際通信回線容量は、1988年4月 現在、大西

洋が7万8千 回線 なのに対 してイン ド洋 は3万6千 回線、太平洋は3万

回線 とまだ少 ない。

また、地域衛星あ るいは国内衛星通信 システム としては、 イン ドネシ

ア及びその他 のアセア ン地域 で利用 されているパ ラパ、 オー ス トラ リア

及びニュー ・ジー ラン ドで利用 されてい るオーサ ッ ト、イン ドの インサ ッ

ト及び我が国のCS、JCSAT、 スー パーバー ド等がある(第2-2-

8表 参照)。

パ ラパ、 オーサ ッ トは国内通信に使用す るほか、一部の トランスポン

ダ を周辺諸 国に リー スしてお り、パ ラパはアセア ン諸 国の国内通信及 び

インテルサット衛星地球局

ゲ ト

ご 」鞭 蜜 知 レ..一 一 一一

'・ ノ'
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第2-2-8表 世界の国内 ・地域通信衛星の現状

国又は機関名 運 用 計 画

南
㌔

北

ア

メ

リ

カ

米国

10以 上 の シ ス テム が運 用

(WESTER、SATCOM、SBS、

GALAXY、TELSTAR、

SPACENET、GSTAR、ASC、

AURORA)

10近 くの シ ス テム が運 用 計 画

(AECI、RSI、USAT、FORD

SAT等)

カナダ ANIK-C&D ANIK-E(1990年 頃)

メ キ シ コ MORELOS

ブ ラジル BRASILSAT

コ ロン ビア SATCOL

ヨ

ー

ロ

ッ

パ

EUTELSAT ECS(EUTELSAT-1) EUTELSAT-II(1990年 頃)

西独 DFS-1 DFS-2(1990年 予 定)

一

フ フ ン ス TELECOM-1 TELECOM-2(1991年 予 定)

ス ウ ェー デ ン と

ノル ウ ェー

TELE-X(準 実用通信/放 送)

ル クセ ン ブル ク ASTRA

ソ連
MOLNIYA、STATSIONAR

(RADUGA、GORIZONT)

スペ イ ン HISPASAT(1992年 予 定)

ア
ジ

ア
・

オ

セ

ア
ニ

ア
・

ア

フ

リ

カ

中国 CHINA-SAT(通 信)

中国 DFH-3(1992年 予 定)

香 港 、中 国、英 国 ASIASAT(1990年 予 定)

日本
CS-3、SUPERBIRD-A

JCSAT-1、2

SUPERBIRD-E

イン ドネ シア PALAPA-B PALAPA-C(1990年 代 中 頃)

イン ド
INSAT-1(通 信/放 送/気象) INSAT-2(通 信/放 送/気 象)

(1990～91年 予 定)

オー ス トラ リア
AUSSAT-A(通 信∠放送) AUSSAT-B

(通 信/放 送/移 動 、1992年 予 定)

パ プ ア ・

ニ ユー ギニ ア

PACSTAR(1992年 予 定)

アラブ衛星通信
機構

ARABSAT(通 信/放 送)

イス ラエ ル
AMOS

(通信/放 送、1993年 予定)
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一部 は インテルサ ッ トの認定 を受 けて地 域 国際通 信 に利 用 され
、オー

サ ッ トはニュー ・ジー ラン ド、パプア ・ニュー ギニアほかの南太平洋の

一部の国々の国内通信 に利用 されている
。

ア ジア ・太平洋地域 は多数の島 しょか らなってお り、 また、国によっ

て砂漠や 山岳 に村 落が点在 す る地域 をかか えて い る等の地理的 条件 か

ら、地上 回線に よる通信網の整備 よ りも衛星通信 による国内 ・地域ベー

スの通信網が適 してい る地域が少な くない。最近 、この地域に も、民間

企業 に よるインテルサ ッ ト以外の通信衛 星打上 げの動 きが 出て きてい

る。

(海底 ケーブルの現状)

現在 の海底ケーブルの敷設状況 及び建設計画 を示 したのが第2-2-

9図 である。

ア ジア ・太平洋地域の海底ケー ブルの敷設状況 をみ る と、通信需要 の

大 きいハ ワイ ・グァムを経由 した 日米間及び 日本 と韓国、アセアン諸国

間が多 くのケーブルで網の 目の ように結ばれ る一方、南太平洋 島 しょ国

地域にはケーブルは敷設 されていない。
し

1990年3月 現在 の敷設ケーブルの回線数は大西洋地域が約3万9千 回

線なのに対 して太平洋地域は約1万2千 回線 となってお り・衛星通信 と

同様に海底 ケーブルにおいて も太平洋地域の回線数 は大西洋地域 に比較

す る と格差がみ られ るが、太平洋地域 につ いては 日本 一北米間 を結ぶ北

太平洋ケーブル(NPC)が1990年 末、第4太 平洋 ケーブル(TPC-

4)が1992年 に運用 開始 を計画す るな ど今後増大す る需要に こたえるた

め多数 の光 ケーブルの建設計画が進め られてい る。

また、 アセア ン諸 国については、21世 紀に向け著 しい経済成長に伴 う

通信需要 の増加 に対応す るため、 日本 一香港一シンガ ポー ル間を結ぶ海

底分岐型光海底 ケーブルの構想があ る。
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(イ)各 国の通信 ・放送ネ ッ トワー クの進展 と南北格差の拡大

アジア ・太平洋情報 圏の通信 ・放送 ネ ッ トワー クは全体 としては進展

しつつ あるが、詳細 に見て い くと国、地域 によ り進展状況には格差が生

じている。例 えば先進諸国 間では国際通話 はほ とん どすべ て自動 ダイヤ

ル化 され即時通話が可能 であるが、アジア地域で 自動 ダイヤル通話が可

能 なのはアジアNIEsや アセア ンの一部の大都市 に限 られる。 その他 の

アジア地域 では手動 に よる交換が 中心 であ り、 また、大部分の電話が主

要都 市に集 中してい るため、電話の ない地方村落 も多いのが現状 である。

同情報 圏をアジアNIEs、 アセア ン、南西ア ジア・南太平洋島 しょの3

地域に分 ける と、通信 ・放送 ネ ッ トワー クの進展状況 は、アジアNIEsが

大 きくリー ドしてお り、部分的 には先進諸 国 と肩 を並べ るまでになって

いる。

アセアン諸国 は通信分 野につ いては全般的 にそれほ ど進展 していない

ことに加えて、近年、情報通信基盤の整備 に積極 的に取 り組んで きた国

と対応が遅 れている国 との間に差が開 きは じめ てお り、遅れてい る国で

は今後の経済発展 のボ トルネ ックとなるおそれが ある。

南西ア ジア ・南太平洋島 しょ国地域で は、通信 ・放送ネ ッ トワー クの

進展 はきわめて遅れ てお り、特 に広大 な村落地域が通信 手段 を持たない

まま放 置されてい る現状 は改善 が望 まれる(第2-2-10表 及び第2-

2-11表 参照)。

(ウ)放 送 を利用 した教育

村落が国土 に点在 し、交通や教育施 設の整備の遅 れている地域の多い

アジァや南太平洋島 しょ国地域では、ラ ジオ、テ レビ等 は自国文化の育

成 と教 育の重要 な手段のひ とつ となっている。
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第2-2-10表 ア ジア ・太平洋情報圏内各国の通信 ・放送ネッ トワークの現状

地 域 通信ネットワー クの現状 放送ネットワークの獄

ア ジアNIEs 1987年 の電話加入率は20%か ら35%と 日米の水準

(日本は38%、 米国は47%)に 追いつ きつつあり、国
内の電話網の整備は進んでいる。

シンガポールのように回線のデジタル化、ISDN

サー ビス等で日本に先んじている国もある。韓国は、

NIEsの なかでは通信の分野でやや遅れているが、地

方村落への電話の普及とネットワークの近代化に力を

注いでおり、過去12年 間に電話加入率は約7倍 になっ

ている。

ラジオの千人当

たりの普及台数は

ほぼ 日本なみ、テ

レビの普及台数は

日本の3分 の1程

度である。

ア セ ア ン 電話加入率は、マレイシアの伸びが最も大きいが、
いまだ6%台 にとどまっている。タイは1.7%で マレイ

シアに続 き、フィリピン、 インドネシアは1%に 満た

ず過去12年 間の伸びも鈍い。
マレイシアのクアラルンプールで23%、 タイのバン

コクで8.4%な ど、都市部では電話が普及しはじめてい

るが、農村部ではその10分 の1以 下と普及の遅れてい

る国が多い。例えばフィリピンでは人口の28%が 住む

19の都市に電話の大部分が集中し、それ以外の地域は

ほとんど無電話地域となっている。しかもこれらの国

では施設の老朽化、保守 ・運用技術者の不足から通話

完了率や通話品質が悪く十分に機能 していない。

アセアン諸国の中でも、インドネシアでは14,000も

の島々からなる広大な国土に電気通信網を早急に整備

するため、世界で4番 目に国内衛星通信システム(パ

ラパ)を 導入(1976年)し ている。また、マレイシアは

地方への電気通信施設の普及に力を入れており、遠隔

地 ・島しょ地域にはルーラル電気通信システムとして

太陽電池を利用した無線 自動車電話の設置等を行って

いる。

ラ ジ オの 普 及 台

数 は 日本 の 半分 か

ら7分 の1で あ

る。 テ レビ の普 及

台 数 は マ レ イ シ

ア 、タイで千 人当た

り100台 程 度 、フ ィ

リピ ン、 イ ン ドネ

シア で30台 余 りで

ほ ぼ 日本 の10分 の

1で あ る。

南 西 ア ジア ・

島 し ょ

電話加入率は0.1%か ら0.5%程 度であり、過去12年

間ほとんど伸びていない。
パキスタンのカラチの電話加入率が3 .1%、ス リ・ラ
ンカのコロンボが1.1%で あることから分かるように

都市部においても加入率は低いうえ、地方にはまった

く通信設備を持たない無電話地区も広く存在している。

例えばバングラデシュでは68,300の 村 落に全国の

90%の 人 旦が住むが、その98.4%に は電話がない(1982

年現在)。またパキスタンの主要都市を除く地域の人口

は全体の84%で あるが電話回線数は全体の26%に 過 ぎ

ない。電話加入率にするとわずか0.19%で あ る。 日本

の場合、地方でも電話加入率は30%以 上 であるから、

実にその150分 の1程 度である。
一方、南太平洋島しょ国地域の電話加入率 はフィ
ジーでは4.7%で あ るが ソロモン諸島は0.9%、 パプ

ア ・ニューギニアは0.8%と 非常に低い。

南アジアは千人

当たりラジオ台数
が30台 か ら100台

程度、テレビは南

太平洋地域にはま

だ施設のない国地

域が存在 す るほ
か、ネパールやイ

ンドでも千人当た

り数台程度に過ぎ

ない。
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第2-2-11表 ア ジア ・太平洋地域の惰報化指標

国 ・地域

1人 当GNP

ドル

(1975)(1988)

電話回線数

本/百 人

(1975)(1987)

ラ ジオ台数

台/千 人

(1975)(1986)

テレビ台数

台/千 人

(1975>(1986)

新開発行部数

部/千 人

(1975)(1984)

日本

米国

中国

4,448

7,118

383

21,044

19,781

329

26.44

37.7

0.37

37.94

47

0.71

520

1,857

*2

824

2,126

140

*237

560

*1

585

813

9.8

545

281

562

268

29

(NIEs)

韓国

香港

シンガポー ル

563

1,763

2,444

3,528

9,232

9,098

3

19.17

8.96

20.5

35.43

33.51

383

500

*152

952

620

*300

*53

190

186

188

232

*213 198 277

(アセア ン)

ブイ リピン

タイ

マレイシア

イン ドネシア

377

349

759

220

632

1,001

1,869

434

0.67

0.52

1.37

0.16

0.82

1.68

6.85

0.44

42

96

115

37

134

178

431

118

18

37

2.2

36

100

113

39

84 323

18

(南西アジア)

ネパール

イン ド

パ キスタン

106

141

163

174

333

352

0,056

0.22

0.3

0.17

0.44

0.57

9

*28

54

30

78

97

*0.7

5.1

1.3

*6.5

15

15 21

(オ セ ア ニ ア)

ソ ロ モ ン諸 島

パプア・ニュー ギニア

フ イ ジー

オー ス トラ リア

ニュー ・ジー ラン ド
.

468

1,090

5,704

4,277

428

768

1,544

12β86

9,616

0.64

2.83

26.21

32.15

0.94

0.83

4.71

42.86

39.8

52

41

1,020

865

107

63

568

1,259

896

334

*259

472

358

392

8

296

「公衆 電 気 通信 統 計 年鑑 」(ITU)、 「文 化 統 計年 鑑 」(ユネ ス コ)、"WORLDBANK

ATLAS"(世 界銀 行)、"THEWORLD'STELEPHONES"(AT&T)よ り作

成

(注)*:受 信 契 約 台数

放送 を利用 した高等教育の例 としては、授業 に放送 を用 いている大学

(第2-2-12表 参照)が ア ジアの7か 国にある。 これ らの大学は相互友

好 関係の確立 と緊密 な交流 を目指 し、1987年11月 にAAOU(ア ジア放

送 ・公開大学連合)を 結成 してア ジア地域の教 育機会 の均等化 に貢献 し

ようとしている。



第2-2-12表 アジア放送大学連合会員大学概要一覧 (1987年)

国 名 イ ン ド イ ン ドネ シ ア 韓 国 パ キ ス タ ン ス リ ・ラ ン カ タ イ 日 本

名 称 国立 イ ンデ ィ ラ ・
ガンディー公開大学

テルブカ大学 韓国放送通β大学 ア ラマ ・イ クバ ル
公開大 学

ス リ ・ランカ公 開

大学

スコー タイ ・タマ

ティラー ト公開大学
放送大学

開 学 年 月 日 1985年9月20日 1984年9月4日 1972年3月9日 1974年6月 1980年5月16日 1978年9月5日 1985年4月1日

法 律 上 の 地 位 国立大学 国立大学 国立大学 国立大学 国立大学 国立大学 特殊法人

設 立 目 的 1)コ ミュニ ケー
シ ョム ・テ クノロ
ジー を含む 多様 な
手段 によ り学習 を
促 進 し知識 を普 及す
る。
2)国 民諸 層に広
く高 等教育 の機会
を提供 す る。
3)地 域社 会の教
育的福 利 を促 進す
る。
3)公 開大 学及 び
遠隔教 育 システ ム
を国家 的教育 形態
として推進 す る。

1)遠 隔教育技術
を用いてより多く

額欝黎機会
2)種 々の発展分
野に資する高レベ
ルの人材を育成す
る。
3)教 職その他の
専門職に従事する
人材の能力を向上
させる。

1)種 々の理由で
大学に通えない高校卒
業者に対 し高
等教育の機会 を提
供し国民の教育レ
ペ ル を向上 させ
る。
2)高 等教育 を通
じて国家福祉に寄
与するため専門的
分 野 に従事 す る
人々の学術的 ・専
門的 能力 を高め
る。

1)家 や仕事から
離れられない入々
に便宜を図る。
2)国 民の教育水
準の向上に便宜を
図る。
3)職 貝の訓練に
便寡を図る・
4ノ 知識や技術の
水準あるいは職業
にあった教育を施

呈懇覧攣鞭
5)試 験 によ り学
位、 あ るいは他の
諸資格 を与 え る。

18歳以上の国民に卒
業資格、学位そ
の他の資格を与え
るため、在宅学習
による大学教育を
提供する。

1)社 会 のニー ズ
に応 え、 人々の教
育水 準 を向上 させ
る ため の 大 学 教

撫 騨 教育を提
2)新 しい知識を創出
し、国家の発

展に資する研究を
促進する。
3)国 民の知性 を
啓発 し専門能力を
向上 させるような知
識を普及するこ
とにより社会に貢
献する。
4)国 民的文化の
発 展 と保 護 を図
る。

1)新 しい高等教
育 シ ステム と し
て、柔軟かつ流動
的な大学進学の機
会を提供する。
2)生 涯教育機関
として社会人、家庭婦
人等に大学教

育の機会 を提供す
る。
3)教 貝の交流、
放送教材の活用 ・普
及、単位互換の
推進等他の高等教
育機関 と連携 し、
大学教育の改善に
資する。

学 部 ・ 学 科 社会科学、人文科
学、経営学、教育
学、自然科学、継
続教育、芸術、工
学、国防論

理数学部、経済学
部、社会 ・政治学
部、教貝養成 ・教
育学部

家政学科、経営学科
、農学科、初等
教育科、行政学科、
経済学科、法学科、国語科
、英語科、

中国語科、仏語科、
電子計算学科、幼
児教育(短 大)

人文社会科学部、
基礎・応用科学部、
教育学部、43学科

免状:幼 児教育
専門英語」経営実
務
学士:理 学、法学、
工学
大学院:教 育

教育学部、経営学
部、教養学部、衛
生学部、法学部、
経済学部、政治学
部、農学部、情報
工学部、家政学部

教養学部
生活 と福祉専攻
発達 と教育"
社会 と経済 〃
産業 と技術 〃
人間の探求 〃
自然の理解 〃

学 生 数 4,400 135,000 約300,000 72ボ763 14,851 450,000 21,059

学 位 ・号 等 の 名 称 教養学士、商学士、
理学士、経営学士、
遠隔教育学士

学士:1、II、In修士(S
arjana)

8種 類の学士
幼児教育準学士

教養学士、教養学修士
、理学修士、

経営学修士、英語
教育学修士

工学士、理学士、
法学士、教育学修
士、哲学修士

9種 類の学士
5種 類の免状

教養学士

使 用 メ デ ィ ア テレ ビ、 ラジオ、
ビデ オ、オー デ ィ
オ、印刷教 材 、通

信 指導

テ レビ、 ラ ジオ、

ビデ オ、 オーデ ィ
オ、 印刷教 材、 通

信 指 導、毘 話

テ レ ビ、 ラジオ、

ビデオ、 オー デ ィ
オ、 印刷教 材 、通

信指 導、 チ ュー ト
リアル ほか

テ レビ、 ラジ オ、

ビデ オ、 オーデ ィ
オ、 印刷教 材、通

信 指 導、 電 話、
チ ュー トリア ル

テ レ ビ、 ラ ジオ、

ビデオ、 オー デ ィ
オ、 印刷教 材 、通

信指 導

テ レビ、 ラジ オ、

ビデ オ、 オーデ ィ
オ、 印刷教 材、 通

信指 導、電 話

テ レビ、 ラジ オ、
ビデオ、 オー デ ィ

オ、印刷教 材 、通

信指 導、 フ ァ クス

ASIANASSOCIATIONOFOPENUNIVERSITIES「 研究集会報告書」(放送大学)に より作成

ー

ト。
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(2)ア ジア ・太平洋情報圏に対 す る我が国の対応

ア 通信 ・放送分野の国際交 流

アジア ・太平洋地域 におけ る通信 ・放送分 野の国際交流 として、放送

番組の交流、通信 ・放送分 野における国際会議等が行 われている。

(ア)テ レビ放送番組交流

放送番組交流は大別す ると ドラマ、 ドキュメンタ リー、アニメー ショ

ン等の教養 ・娯楽番組の交流 とニュー ス番組 の交流 とに分 け られ る。

(教養 ・娯楽番組 の交流)

アジア諸国へ の番組提供 及びアジア諸国か らの番組受 入れの実績は、

番組の提供 、受 入れ とも年 々増加 してい るが、1986年 か ら1988年 の間に

東京のテ レビジョン放送事 業者5社 が提供 した番組数は362本 、受け入れ

た番組数 は37本 と、我が国か らの大 きな出超 となってい る。

また、NHKの 番組国際交流状況 をみ ると、世界に対す るアジア地域

向け番組の提供 と受 入れの比率は、1978年 は提供 が20.6%、 受入れはな

いが、1988年 は提供が33.6%、 受入れが16.1%と な っておわ、提供、受

入れ とも交流量 を増や している。

(ニュー ス番組の交流)

ニュース番組 の交流 システム として、ABU(ア ジア太平洋放送連合)

の運営す るニュー ス交換 システムであるアジアビジョンが ある。

主に通信衛星(イ ンテルサ ッ ト)を 用いて、各国の放送事業者が毎 日

一定時間ニュー スを送出 し、受信 した放送事業者は必要 に応 じて利用す

るというものである。ABU加 盟機関の うち14か 国15機 関が参加 してい

る。

ア ジァ ビ ジョン以外 で は、NHKが 英語 ニュー ス番 組 「TODAY'S

JAPAN」 を米国、カナ久 タイに対 して提供 しているほか、放送事業者

間の個別のニュー ス交換 も行 われ てい る。
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(イ)国 際会議、 フォー ラム等 に よる交流

アジア ・太平洋地域の経済的発展 と交流の増加 に伴 い、地域 内に生 ず

る諸問題 を調整 ・解決す るため、従来の地域国際機 関に よるほか、近 年、

政府問、民間 を問わず多 くの国際会議 、フォー ラム等が開催 されてい る。

(ア ジア ・太平洋経済協力 閣僚会議 の開催)

1989年11月 、 オース トラ リアの キャンベ ラで第1回 ア ジア ・太平洋経

済協 力閣僚会議(APEC)ノ が 開催 された。

同会議 には、ア ジア ・太平洋地域 の12か 国(日 本、 アセアン6か 国、

韓 国、米国、カナダ、 オー ス トラ リア及 びニュー ・ジー ラン ド)か ら外

務大 臣、貿易 ・産業大 臣等が 出席 して同地域の経済協 力の在 り方等につ

いて討議がな された。

この会議では、通信 につ いては 日本及 び米国の代 表か ら 「域内経 済の

発展に とって通信等の インフラス トラクチ ャーの整備 は不可欠である」

との発言がなされ、 この分野 での協力の重要性 が指摘 ・確認 され たほか、

技術移転 及び人材育成等につ いて討議 を行 ってい くこととなった。

(ア ジア放 送交流促進 フォーラムの開催)

1989年11月 、東京 においてア ジア放送交流促進 フォー ラムが郵政省、

外務 省及びアジア近隣諸国放送番組交流促 進協議会 の共催 に よ り、日本、

韓国、アセアン6か 国の放 送関係省庁及び放 送事業者 等の参加 を得 て開

催 された。

同フォー ラムでは、「21世紀 に向けたア ジア地域 における放送分野 の国

際協調」 をテーマに放送番組の提供、受 入れ及 び共 同制作 といった放送

番組 の国際交流 について討議が行 われた。討議 では、放送番組の 国際交

流が、 アジア地域 の放送の発展 と各国間の相互理解 の促 進のため に重要

である との認識で一 致 し、現在、ア ジア地域 において、放送番組の流れ

に不均衡 が存在 す るが、 こ うした流れは拡大 的に均 衡 させ て い くことが
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重要 であ ること、番組交流 に際 しては、受入れ国側の文化や習慣、国民

感情、 さらには政治的 ・社会的な特殊事情になお一層の注意 を払 うべ き

ことなど放送番組の交流の促進の ため、今後さ らに各国間の協力 を強化

してい くことが確認 された。各 国間の協力の課題 は以下の とお りであ る。

① 放 送関係機関 の国際交流の活性化

② 番 組交流促進の ための体制 ・機構の整備

③ 国際的な共同制作 の推進

④ 番組交流 の阻害要因の克服

なお、本 フォー ラムは継続 開催 され ることになっている。

(コ ミ.⊥ニ ケー ション ・フォー ラムの後援)

1990年3月 、 シンガポー ルにお いて(財)情 報通信学会、国連大学及

びAMICと の共催 に よる コ ミュニケー シ ョン ・フォー ラムが開催 され

た。日本及び開催地の シンガポー ルを初め10か 国が参加 して、電気通信、

情報処理及 びマス コミの三分野の専 門家 によ り国際 コミュニケーション

におけるバ ランス とインバ ランスにつ いて討議が行 われ、今後 とも毎年

継続 してフォー ラム を開催 し、専 門家の交流 と問題の解決 に努力す るこ

とで合 意 した。

イ 通信分 野におけ る国際協 力

我が国では、開発途上 国の 自助努力 を支援 し、その経 済 ・社 会の発展

及び国民福祉 の向上 と安 定に寄与す るため、開発途上 国に対 して、技術

面 ・資金面の協 力 を行 っている。以下 では、我が国が通信分 野で行 って

いるアジア ・太平洋地域へ の国際協 力にっいて述べ る。

(ア)技 術協力の現状

(研修員の受 入れ及 び専 門家の派遣等)

1989年 度 はデ ジ タル交換技 術 コー スや衛 星通信 技術 コー スな ど32の

コー スに研修員503人 を受け入れ、デー タ通信技術や電波 監視技術等の専
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第2-2-13図 研 修員の受入れ及び専門家の派遣人数推移
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門家137人 を開発途上国 に派遣 したが、 その うちア ジア・太平洋地域 か ら

受 け入れ た研修員 は233人 、派遣 した専 門家 は61人 であった。1980年 度 か

ら1989年 度 までの研修員の受入人数 と専 門家の派遣人数 の推移 を示 した

のが第2-2-13図 である。

それに よると、過去10年 間にアジア ・太平洋地域 か らの研修 貝の受 入

人数 は約3割 増加 したが、専 門家の派遣人数 はほ とん ど変化 して いない。

研修員の受入れ、専 門家の派遣、機材 の供 与等 を総合 的に行 うプ ロジェ

ク ト方式の技術協 力につ いては1988年4月 か ら5年 計画 で協力 を開始 し

たタイの 「モ ンクッ ト王工科 大学 ラカバ ン拡充プ ロジェ ク ト1等 、現在

9件 を実施 している。

(開発調査 団の派遣)

1989年 度 は10件 延べ121人 を8か 国に派遣 した。1985年 度か ら5年 間に

延べ46件 、581人 を派遣 した。

(イ)資 金協 力の現状
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1989年 度 の通信分野の資金協力 は、有償 資金協力(円 借款)と しては、

5件 につ いて654億8千3百 万 円、無償資金協力 としては、10件 について

120億3百 万円 であ った。その うち同地域に対する有償資金協 力は、タイ

の 「電話網拡充事 業(地 方 ケーブル網)」 等2件 、370億7千 万円、無償

資金協力はパキ スタンの 「教 育 テレビチャンネル設立計画(テ レビセ ン

タービルの建 設、放送関連機 材及び地上再送信設備 を供与す る)」等4件 、

72億3千4百 万円で、円借 款の56.6%、 無償 資金協力の60.3%を 占めて

いる。

1980年 度か ら1989年 度 までの資金 協 力額の推移 をみ たのが、第2-

2-14図 である。総額 及びアジア ・太平洋地域の額 ともに増加傾 向にあ

るが、伸 びはアジア ・太平洋地域の方が大 きい。1980年 度か ら1982年 度

まではアジア ・太平洋地域の協力額 は、 ほかの地域 も含め た全 資金協力

額の5割 以下であ ったが、1983年 度以降はほぼ6割 か ら9割 を占めてお

り、同地域 との密接 な協力関係 を示 している。'

第2-2-14図 通信分野の資金協力額の推移
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また、第2-2-15図 は、1989年 度 までにア ジア ・太平洋地域 に対 し

実施 された資金協力額の 国別 内訳 を円借 款、無償 資金協 力別 に示 したも

のであ る。 アセア ン諸国 を含む東ア ジアでは円借款が 多 く、南西 アジア

及び南太平洋島 しょ国は無償 資金援助 が多 くなっている。

第2-2-15図 ア ジア ・太平洋情報圏向け資金協力額国別内訳
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5%20.3

3%11.92

0%3918,42

(億円)

無償資金協力

匿遷ヨネパー ル18

田囲 ス リ ・ランカ16

皿 田 中国12

醗 翻 タイ11

囲 ミャンマーlo

■■ パキ スタン8

Eヨ≡日 イン ドネ シア7

に=コ バ ングラデ シュ7

巨 ヨ モルデ ィプ4

■ パプア・ニユーギニア1

[コ マー シャル群 島0

■■ ラオスo

合 計100

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

3

7

1

2

2

9

9

6

5

8

7

1

0

78.91

71.8

52

4817

43

38

34

32

19

7

3

0

430

8

3

2

3

4

4

5

9

6

7

4

2

5

4

9

1

3

7

(億円)
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アジア ・太平 洋情報圏におけ るヒ ト、モ ノ、カネ、情報 の我が国 との

交流は順調に進展 してい るが、 これ までみたよ うに、同情報圏の情報通

信基盤の整備 に関 しては、各国の間で通信 ・放送ネ ッ トワー クに依然 と

して大 きな格差があ るこ と、それ ぞれの国の中において も基盤の整備は

大都市に限 られてお り、地 方都市、農村 等においては大 き く遅れてい る

こ とな ど様々 な問題 を抱 えている。

3北 米 ・ECと の協調の促進

我が 国 と北米 ・ECは 、世界の情報通信先進国 として、情報通信産業

分野では激 しい競争 を行 ってい るが、我が国 と英国、米国、 カナダ、E

Cと の間 で1982年 以来、順次、二国間定期政策協議iが開催 されてお り、

協議では各国の電気通信政策や標 準化問題等その時々の問題 について意

見交換 を行 うな ど緊密 な関係にあ る。

また、北米 ・ECは 、ISDNやHDTVな ど新 たな情報通信基盤の

整備 に積極 的に取 り組んでお り、 この分野において も我が国 との政策協

調が行われてい る(第2-2-16表 参照)。

ここでは、 国際交流 を支 える情報通信のグローバル ・ネ ッ トワー クの

構築に向けて、北米 ・ECと の協調 を図 るため、郵政省が関係省庁 と連

携 を とりなが ら二国間で行 っている情報通信分野における協議 ・対応状

況 について見 る とともに、我が国 と北米 ・EC間 の情報通信産業をめ ぐ

る状況につ いて言及す る。

(1)・ 情報通信分野におけ る緊密な交流

我が国 と北米 ・ECと の間の情報通信 に関連す る協議は、情報通信分

野における二国間定期政策協議の場で行 われ るほか、二国間経済協議 の

中で も行 われ てい る。
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第2-2-16表 北米 ・ECに おける主なニューメディァの動向

米 国 に お い ては 、AT&TがISDNサ ー ビ ス を、1988年 に18都 市 で開 始 し、

そ の後段 階的 に グレー ドア ップ し、1989年 末 現 在68都 市 で実 施 して い る。 ま

た、 数 多 くのBOC(BellOperatingCompanies)が 各 社 独 自に 自社 の営 業

エ リア 内 でISDNサ ー ビス を実 施 して い る。

英 国 で は、1985年 に独 自規 格(非 国際 標 準)イ ンタ フ ェー ス に よ るISDN

サ ー ビ ス が 開 始 され 、1989年 に 基本 及 び1次 群 イ ン タ フ ェー ス に グ レー ド

ア ップ され た。 フ ラ ンス では 、1987年 に 基本 イ ン タフ ェ ー ス に よ るISDN

サ ー ビス が開 始 され 、1990年 内 に 基本 及 び1次 群 イ ン タフ ェー スで の 全 国的

利 用 が可 能 とな る予 定 で あ る。西独 では 、1989年 に9都 市 で 基本 イ ン タ フェー

スに よ るISDNサ ー ビスが 開 始 され た。

米国の自動車電話は、加入数が最近数年間は年平均100%に 近い伸び率で増加

してお り、収容能力の拡大等を図るため、1991年 の導入を目標にデジタル化

に向けて標準化作業が進められている。

EC諸 国の自動車電話システムは、現在、北欧4か 国を除いて相互接続は不

可能なため、CEPT(欧 州電気通信主管庁会議)の下部組織において、1991

年のサービス開始を目標に、デジタルシステムである汎ヨーロッパ・セルラー

システムの開発を行っている。

米 国の 衛 星通 信 は 、CATV向 け番 組 配給 及 び プ ラ イベ ー ト ・ネ ッ トワー ク

サー ビス を中心 に お お むね 順調 に成 長 して きた 。1990年3月 現在 、 米 国の 国

内通 信衛 星 はCバ ン ド(6/4GHz)搭 載 が13機 、Kuバ ン ド(14/12GHz)搭 載

が9機 、Cバ ジ ド及 びKuバ ン ドの 両方 搭 載 が5機 、計27機 が 運用 中 で あ る。

ヨー ロ ッパ で は、1990年3月 現在 、 インテル サ ッ トの ほか に 、 地域 通 信 衛 星

で あ るユ ー テ ルサ ッ ト及 び フ ラン スの 国 内衛 星 テ レ コム1が 合 計6機 打 ち上

げ られ て お り、 そ の利 用 形 態 の一 つ と して スペ ー ス ケー ブ ル ネ ッ トが 発 達 し

て い る。1989年7月 現 在 、イ ン テル サ ッ トを含 め た5機 の衛 星 に よ り、30チ ャ

ン ネル を超 え る番 組サ ー ビス が提 供 さ れ てい る。

米国においては、地上テレビジョン放送の高画質化を目的としたATV

(AdvancedTelevision)の 研究 ・開発が進んでいる。このATVの 伝送規

格は、提案されている方式を評価 ・実験 した上で、1992年 に結論を出すべ く

FCC等 において検討されている。

ヨーロッパにおいては、放送衛星を利用 した独 自のHDTV方 式(HD-MA

C方 式)を ユーレカ計画(欧 州先端技術共同開発計画)に より開発中である。



第2節 国際交流促進に向けての情報通信分野における我が国の対応 一231一

衛星放送 米 国 にお い ては 、 高 出力 の衛 星 に よ る衛 星 放送 サ ー ビスが1993年 末 か ら実施

され る計 画 で あ る。

EC諸 国 に お いて は 、英 国独 自の 放 送衛 星(1989年8月 打上 げ の マ ル コポー

ロ1号)に よる番 組 サー ビスが 、1990年4月 に開 始 され た ほか 、 フ ラ ンス、

ル クセ ンブ ル ク、 西独 に お い て1989年 か ら1990年 にか け て衛 星放 送 が 開始 さ

れ て い る。 また、ESA(欧 州 宇 宙機 構)が 全 ヨー ロ ッパ 向け に 実験 放送 を

行 っ てい る。

「放送研究と調査」(NHK)等 により作成

第2-2-17表 二 国間定期政策協議の実施状況

協 議 名 称 時 期
設置の合意/各 会合の概要

回 場所 相手側参加省庁 主 要 議 題

日英電気通信定期協議

JAPAN-U.K.

REGULARMEETING

ONTELECOMMUNICA・

TIONS

81.9 設置合意(山 内郵政大 臣 と英 国産業省代表 ジョセ ブ卿の間)

82.6.7-8 ①
ロ ン

ドン

産業省(DOD

電気通信公社(BT)

双方の電気通信政策/資金・資
材調達政策/国際政策/郵便/

研究開発

83.6.20-21 ② 東京
貿易産業省(DTI)

BT

双方の電気通信政策/国際政

策/電気通信事業及び技術

85.11.21-22 ③
ロ ン

ドン

DTI

電気通信庁(OFTEL)

日本の組織改正と基本政策/

双方の電気通信自由化政策

87.3.5-6 ④ 東京 同上

双 方の電 気通信 政策/技 術開

発 政策(新 通信 技術、新 無線

サー ビス、放送ニ ュー メディ

ア)/国 際機関(ITU、OECD、

INTELSAT)

88.5.4-5 ⑤
ロ ン

ドン
同上

自由化 ・競争政策/番 号計画 ・

料金 等 の政 策 問題/1SDNの

発展/日 英国際VAN合 意

89,11.29-30 ⑥ 東京 同上

双方の電気通信政策(EC域 内

市場統 合 等)/研 究 開発/1TU

の組織問題/GATTのGNS/

日英国際VAN合 意の改定

日米 電 気 通 信 定 期 協 議

JAPAN-U.S.

REGULARMEETING

ONTELECOMMUNICA・

TIONS

82.10 設置合 意(箕 輪郵政大臣 とワンダーNTIA長 官の間)

84.6.18-20 ① 東京
電気通信情報庁

(NTIA);連 邦通信

委貝会(FCC)

電 気 通 信 分 野 の 競 争 政 策/

サービスの開発 ・普及状況/高

度情報社会 に向けて

86.6.17-18 ②
ワ シ

ン ト

ン

同上

双方の 電気通信 の動 向/日 米

協 力(無 線機器型式検定、新 し
い電波利用 、HDTV、EDTV、

自動翻訳電話 システム)

88.5.24-25 ③ 東京 同上

双方の 電気通信 の動 向/放 送
の現状 及びHDTV・EDTV/

標準化政 策/WATTC対 策
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協 議 名 称 時 期
設置の合意/各 会合の概要

回 場所 相手側参加省庁 主 要 議 題

日加電気通信定期協議

JAPAN-CANADA

REGULARMEETING

ONTELECOMMUNICA-

TIONS

84.10 設置合意(奥 田郵政大 臣とステ ィアーズ駐 日大使 の間)

85.5.9-10 ① 東京 通信省(DOC)

日本の電気通信制度改革/カ
ナダの電気通信政策見直し/

国際分野における電気通信政

策

86.6.12-13 ②

ノくン

ク ー

!ぐ一

同上

双方 の電 気通 信の 動 向/日 加

協力(HDTX、EDTV、 端 末

基準認証、 自動翻 訳電 話シス

テム、新無線 サー ビス、R&D
一般政策)

87.9.10-11 ③ 東京 同上

双方 の電 気通 信の動 向/日 加

協 力(電 気通信 技術 交流セ ミ

ナrISDN、HDTV、EDTV、

新 無 線サ ー ビス、R&D一 般

政 策)/国 際会議へ の対応

89.10.25-26 ④
オタ

ワ
同上

双方 の電気 通信 の動 向/日 加

協 力(HDTV、 新 無線 サー ビ
ス、標 準化、R&D一 般政 策)/

ITUの 組織 問題

日EC電 気通信定期 協議

JAPAN-EC

REGULARMEETING

ONTELECOMMUNICA・

TIONS

86.5
設置合意(奥 山通信政策局長とカルパンティエEC委 員会第
Xm総 局長の間)

87,11.17-18 ① 東京 EC委 員会 双方 の電 気通 信政 策/標 準化

問題(ISDN、OSI、HDTV)

89.3.21-22 ②
プ ラ

ッセ

ル

同上

(EC加 盟 国 政 府 か

らも同席)

双方の電気通信政策(EC域
内市場統合等)、標準化・技術

開発政策、日EC電 気通信機
器貿易、国際機関

HDTV作 業部会 88.3.7-8 ① 東京 EC委 員会
関係機関

HDTVの 開発動向の現状

88.9.29 ②
ロ ン

ドン
同上

HDTV国 際規格統一の可能

性

ネットワーク作業部会 88.7.5 ① 東京 EC委 貝会 電気通信技術の標準化

ア ニ国間定期政策協議の実施

情報通信分野における二国間定期政策協議は、情報通信の社会的 ・経

済的重要性の増大・社会 ・経済の国際化の進展に伴 って、情報通信政策

の面でも国際的な相互依存関係が強 くなってお り、従来の国際機関の枠

組みの中での多国間調整のみでは十分な成果が望めない問題や、二国間
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特有の課題が生 じて きたため、実施 されているものである。

二国間定期 政策協議 は、原則 として年1回 開催 されてお り、相互の政

策立案や二国間の協 調 ・協力関係の構築 ・発展に大 きな成 果を上げてい

るほか、 国際相互理解の促進のために も大 きな役割 を果た している。

情報通信分 野における二国間定期政策協議の最初の ものは、郵政省 と

英国産業省(現 在 の貿易産業省)と の間 で1982年 に開始 した 日英電気通

信定期協議 であ る。 その後、1984年 には、 日米電気通信定期協議(郵 政

省一米国連邦通信委員会(FCC)、 商務 省電気通信情報庁(NTIA))、

1985年 には、 日加電気通信定期協議(郵 政省一カナ ダ通信省)、1987年 に

は、 日EC電 気通信定期協議(郵 政省 一EC委 員会)が それぞれ開始 さ

れた。 これ までの開催状況は、第2-2-17表 の とお りである。

また、米国の郵便 公社(USPS)と の間で、二 国間定期郵便会議 が

開催 されている。

1989年 度 は、 日英電気通信定期協議 第6回 会合及 び 日加 電気通信定期

協議第4回 会合が開催 されてお り、特 に、 日英電気通信定期協議 におい

ては、 日英国際VANに つ いて、

① 蓄積交換機能 を用 いて メッセー ジを伝送す るフ ァクシ ミリサー ビス

をサー ビス範囲に追加す るこ と

② 国際VAN事 業者が国際 ネ ッ トワー ク間を接続す る際 に使 用す るプ

ロ トコルは、CCITTが 勧告 した国際標準方式 に準拠す るこ とを基

本 とす るが、一定 の条件 を満たす場合、国際標準 に準拠 しない独 自の

プ ロ トコルの使用 を認め るこ と

の2点 の改定の合意がなされ、書簡の交換が行 われた。

イ ニ国間経済協議 の中での協議

情報通信産業が社会 ・経済に及ぼす影響が高 まるにつれて、 国際経済

問題 として情報通信 が取 り上げ られる機会が増えて きてい る。
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(ア)日 米間

情報通信分 野の問題が、国際経済問題 として初め て取 り上 げ られ たの

は、 日米 間の通信 貿易 の インバ ラ ンス を背景 に1985年 か ら1年 間 にわ

たって行 われ た 日米MOSS(市 場指 向 ・分野選択型)協 議 であった。

これ以後、郵政省では、様々 な協議の場 を通 じて 日米両国の政策協調 を

図 り、相互理解 を深め るよ う努めてい る。

1989年 か ら1990年 にか けては、4回 にわた る日米構造問題 協議、第1・

2向 日米次官級経済協畿 第15回 日米貿易委員会等が開催 され、率直な

話合 いが行われ た。

日米構造問題協議においては、第1回 協議 の中で、電話の大 口割引制

度及び郵便 の商業的利用 に対す る割引料 金がないこ とが、通信販売の障

害になっている との指摘が あったが、1990年4月 に取 りま とめ られた 日

本側 中間報告 においては、NTTに おいてフ リー ダイヤルの大 口割引 き

について、1990年6月 までに実施す るこ とを目途に計画 中であるこ と、

また、郵便については、1987年10月 か ら広告郵 便物 制度、1989年9月 か

らカタログ小包郵便物制度 をそれ ぞれ導入 し、割安 な料金 を設定 してい

ることが盛 り込 まれ た。

日米経済関係に係 る主要会合の概要 につ いては、第2-2-18表 の と

お りであ る。

(イ)日EC関 係

世界全体 の情報通信 の健全 な発展 のためには、 日EC間 の緊密 な協 力

関係が重要であ るので、郵政省 は、 日ECハ イレベ ル協議 等 を通 じて協

調 の推進 を図 ってい る。 日ECハ イレベ ル協議 は、1973年 か ら 日本 とE

C委 貝会の間 で実施 され てお り、主 として 日EC間 の通商問題 を扱 うた

めの政府 間会合であ り、 ほぼ年に1回 、東京 とベル ギーの ブラッセルで

交互 に開催 されてい る。近年、電気通信 、HDTVが 議題 としてEC側
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第2-2-18表 日米経済関係 に係 る主要会合の概要
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会 合 名 設 立 の 経 緯 出 席 者 開催回数 議 題

日米構造問題協

議

1989年9月 日米間の貿易 と

国際収支の調整の上で障壁
となっている構造問題 を識

別 じ、解決してい く場 とし
て発足。

議長:米 側 ・国務 ・財務 次

官 、USTR代 表

日本 側 ・外務 、大蔵 、

通産 次官

その他、 関係 省庁の次 官 レ

ベ ル

4回 (米側対 日指摘事 項)

貯 蓄 ・投 資パ ター ン、 土地

利用 、流通 、排他 的取引慣

行 、系列 関係、価格 メカニ

ズム

日米次官級経済

協議

1989年6月 各国間の経済面

での協調を日米間で実現す

る場として設立。(以前開催

されていた局長級の 日米高
級事務レベル協議 を引き継

ぐもの)

議長:米 側 ・国務次官

日本側 ・外務審議官
その他、関係省庁の次官 レ
ベル

年2回 の
ペ ー ス

国際経済、日米両国経済、
日米関係について大所、高

所より討議。郵政省関係で
は、毘気通信市場、衛星調

達問題等が取り上げられて
いる。

日米貿易委貝会 1981年9月 日米高級事務 レ
ベル会議の下部機構 として

発足。

議長:米 側 ・USTR次 席
日本側 ・外務省経済

局長
その他、関係省庁の局長、

次長レベル

年2回 の
ペ ー ス

日米貿易のあらゆる問題。

郵政省関係では、NTT調

達問題、国際VANプ ロト
コル問題等が取 り上げられ

ている。

日米MOSS

フオロー ア ップ

協議

1986年1月 のMOSS日 米

共同報告の中で、合意事項
が順調に実施に移されてい

ることを確認する場 として

設立。

議長:米 側 ・国務次官
日本側 ・外務審議官

その他、関係省庁の次官

適宜 適宜米側より提起。
(これ までは全体会合 とし

てMOSS合 意全般の レ
ビュー)

日米電気通信連

絡会

1986年8月 のMOSSフ ォ

ローア ップ会 合にお いて、

日米の情 報交 換 を容易 にす

るため の場 と して設 置に合

意 、1986年9月 に第一 回会

合 を開催 。

米側:在 京米国大使館、外

資系企業関係者
日本側=郵 政省の関係課長

レベル

年5～6

回

適宜米側より質問提起。

から常に提案 されてい る状 況にある。

最近の 日ECハ イレベ ル協議 は、1989年11月 に、ブ ラッセルにおいて

開催 され、EC統 一市場 の対外関係、基準認証問題 、HDTV規 格 の標

準化等にっ いて意見交換 が行われた。

(2)情 報通信産業をめ ぐる各国の競争

情報通信産業は、将来の有望な成長産業 として先進各国 でも注 目され

てお り、程度 の差は あるが、事業 の 自由化 の方向の政策が取 られ、また、

各国 とも情報通信機器生産に力 を入れて いる。 こ うした中で、我が国の

情報通信産業は、急成長 を遂 げ、機器輸出 も増大 したことか ら、情報通

信 の先進諸国間 と著 しい貿易不均衡が生 じ、我が国の国内電気通信 の市



一236一 第2章 国際交流の進展と情報通信

場 の問題 が国際経済問題の一環 として取 り上げ られ て きた。

ここでは、情報通信分 野の国際経済摩擦の背景 と最 近の動 きにつ いて

述べ る。

ア 電気通信分野における国際経済摩擦の背景

我が国の通信機器 貿易 は、1989年 には、輸出は8,403億 円、輸 入は878

億 円で、差 し引き7,525億 円の輸 出超過 となってお り、近年、多少 の変動

はあ るものの、恒常 的に輸出超過 となっている(第2-2-19表 参照)。

第2-2-19表 我が国の通信機器輪出入動向
(単位:億 円)

1985年 1986年 1987年 1988年 1989年

米 国

輸 出 3,062(50.0) 2,286(41.7) 2,544(39.8) 3,033(37,7) 3,078(36,6)

輸 入 298(83.9) 277(78.0) 307(69.9) 393(67.5) 560(63.8)

差 額 2,764 2,009 2,237 2,640 2,518

EC

輸 出 536(8.8) 715(13.0) 1,252(19.6) 1,989(24.8) 2,073(24.7)

輸 入 13(3.7) 30(8.5) 32(7.3) 28(4.8) 55(6.3)

差 額 523 685 1,220 1,961 2,018

アジア

輸 出 918(15.0) 739(13.5) 854(13.3) 1,079(13.4) 1,442(17.2)

輸 入 34(9.6) 30(8.5) 89(20.3) 137(23.5) 236(26.9)

差 額 884 709 765 942 1,206

その他

の地域

輸 出 1,597(26.1) 1,745(31.8) 1,749(27.3) 1,935(24.1) 1,810(21.5)

輸 入 10(2.8) 18(5.1) 11(2.5) 24(4.1) 27(3.1)

差 額 1,587 1,727 1,738 1,911 1,783

全 体

輸 出 6,113 5,485 6β99 8,036 8,403

輸 入 355 355 439 582 878

差 額 5,758 5,130 5,960 7,454 7,525

「日本貿易月表」(大蔵省)に より作成

(注)()内 は全体に占める割合(%)で ある。
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これ を我が国 と米国の問の通信機器貿易について見る と、1989年 の我

が国の輸 出は3,078億 円であ り、輸入は560億 円で、差 し引 き2,518億 円の

輸出超過 となってい る。1985年 以降 で見 ると、多少 の変動はあ るものの、

対米輸 出は増加 していない反面、輸入は1985年 の298億 円か ら、1989年 の

560億 円 と87.9%の 増加 を示 したことによ り、輸 出/輸 入比は、10.3倍 か

ら5.5倍 に減少 し、日米間の通信機 器貿易 インバ ランスは改善の方 向にあ

る(第2-2-20図 参照)。

しか しなが ら、米 国は通信機器の対 日輸 出が、1985年 以降の大幅な円

高の割 には伸 びていない との認識 を持 ってお り、 その原因は我が国の市

場の閉鎖性にあ ると考 えている。

一方、我が国 とECの 間の通信機器貿易については、依 然我が国の大

第2-2-20図 通信機器輪 出/輸 入比の推移
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幅 な輸出超過 であ り、 この傾 向が続いてい る。1989年 の我が 国の輸 出は

2,073億 円、輸 入は55億 円で、差 し引 き2,018億 円の輸 出超過 となってい

る。1985年 以 降で見 る と、輸 出は1985年 の536億 円か ら、1989年 の2,073

億 円に増加 し、輸入は1985年 の13億 円か ら、1989年 の55億 円に増加 した

が、依 然 としてインバ ランス状態にあ る。

我が国 とECの 間の通信機器貿易の特徴 は、輸 出額 に 占め るファクシ

ミリの割合が66.6%(対 全地域41.6%、 対米国41。0%、 対 ア ジア19.6%)

と高い ことである。

現在 の ところ大 きな問題 とはなってい ないが、 こう した我が国の大幅

な輸出超過 を背景 として、ECは 、 日ECハ イレベ ル協議 や 日EC電 気

通信定期協議等 の場 において、 この通信機器 貿易 イ ンバ ランス をたびた

び問題 として取 り上 げ、原因の一つ に我が国の通信機 器市場 の閉鎖性が

ある と主張 している。 これに対 して、我が国は通信機 器市場の開放性 に

つ いて説明 を行 っているが、今後 、EC域 内市場統合 を控 え、ECの 動

向が注 目され る。

イ 電気通信分野 にお ける 日米経済摩擦 の動向

1985年 か ら1年 間にわたって行 われた 日米MOSS協 議 において、電

気通信機器及び電気通信サー ビスの広 い分野で規制緩和 を行 った結果、

我 が国の電気通信 市場 は世界 で最 も開か れた市場の一っ となった。電気

通信、医薬品 ・医療機器、 エレ ク トロニ クス、林産 物のMOSS協 議4

分 野の中で も、電気通信 につ いて は、「著 しい成功 を収め た」と日米両国

に よ り評価 され、電気通信分 野におけ る日米 問題 はいったん沈静化 した。

しか しなが ら、大幅な貿易赤字 と、我が国の市場が閉鎖的 である との

米国側 の認識 を背景 として、1988年8月 には、保護主義的色彩の強 い包

括貿易法が成立 した。包括 貿易法 には、既存の電気通信 に関す る協定に

っいて レビュー を行い、違 反が ある と認め られ る場合 は、一方的 に交渉
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す ることな しに報復措置 を発動 で きる旨の規定(1377条)を 持つ電気通

信条項や、外国の不公正貿易慣行 に対 して、関税の引上げ、数量制限等

の報復措 置 を規定 してい る1974年 通商法第301条 をよ り強化 した、いわゆ

るスーパー301条 が含 まれてい る。

米国はハ イテ ク産業に強い関心 を示 してお り、包括貿易法成立以降、

米国内で保護主義的圧 力が高まる中で、 この分野に対 す る米国の動 向が

注 目されていた。

(ア)自 動車電話等の問題

1989年4月 、USTR(米 国通商代表部)は 、包括貿易法 第1377条 に

基づ き、電気通信MOSS協 議 の合意事項 のレビュー を行 った結果 、 自

動車電話 と第三者無線㈱の分 野で、我が国にこの合意に違反 あ りとす る

認定 を一方的 に下 し、更に コー ドレス電話等通信機器 関係20品 目を含 む

54品 目の製 品及 び4分 野の通信 サー ビスの制裁候補 品 目を発表 す るに

至 った。

これに対 し我が国は、MOSS協 議の合 意を誠実に遵守 してきた とこ

ろであ り、電気通信のサー ビス、機器の両分野 ともに競争 を導入す るな

ど、世界で も最 も自由で開放 され た市場 が形成 されたこ とによ り、電気

通信のサー ビスの分野では多 くの外資系企業が参入 し、機器の分 野で も

着実に輸入が増加 してい る旨、米国側 に表 明 した。

この問題 については、電気通信分 野における良好な 日米関係 を維持 ・

発展 させ てい くとの観点 か ら、 日米両国間で協議 を重 ねた結果、1989年

6月 末、最終決着 し、米国による制 裁措 置は回避 された。主 な合意 内容

(注)第 三者無線(米 国の"ThirdPartyRadio"の 直訳)と は、宅配業者等の一般

私企業が利用す る業務用無線システムで、周波数(通 話チャンネル)を 共同利用

す るシステムである。我が国では、現在、日本のMCAと モ トロー ラ社のJSM

Rの2方 式が運用 されている。
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は、次 の とお りであ る。

自動車電話につ いては、東京 ・名古屋地 区等 を事業エ リア とす る 日本

移動通信(株)(IDO)がNTT方 式 によ り割 り当て済み周波数 の一部

を使用 して、北米方式(モ トロー ラ方式)の 自動車 電話サー ビス を提供

で きるよう措置す るほか、これが満杯 に なった場合 には、 さらに周波数

の追加 割当て を行 うなどの措 置を とる。 また、異な る二つのアナ ログ方

式(NTT方 式 と北米方式)が 存在す ることか ら生 じる今 回の ような接

続の問題の根本的な解決 を図 るため、 デジタル方式に よる統一的 な自動

車電話の早期 導入につ いて、 日米政府 間で専 門家会合 を開 き、意見交換

を行 う。

第三者無線につ いては、単一免許方式 の導入 をは じめ とす る免許条件

の緩和 を行 う とともに、 内外無差別 の取扱 いを徹 底す る。

(イ)人 工衛星 問題

1989年5月 、USTRは 、包括貿易法 「スーパー301条 」に基づ き、我

が国の衛 星調達 を、 スーパー コンピュー ター及び林産物 とともに問題 を

有す る優先慣行 である との認定 を行 った。 この うち、衛星 に関 しての米

国の主張は、我が 国にお いて、国が研究開発 を行 った衛 星が研 究開発以

外の 目的に利用 されてい ることは、結果 として外 国衛星 の調達 の道 を閉

ざし、 自国の産業 を保護 す るものであ り、 この ような衛 星につ いては、

市場 を内外 に開放すべ きであ るとい うこ と等であった。 これに対 し、我

が国は、「スーパー301条 」に よる制裁 を前提 とした交渉 には応 じられ な

いが、 日米 間の問題 は協 力 と共 同作業の精神 で対応す るこ ととし、1989

年9月 の 日米貿易委員会 以降、 そのフォローア ップ会合 にお いて、我が

国の宇宙 開発 は 自主技術 基盤 の確立 を目的に進め られてい るこ とを主張

して、話合 い を継続 して きた。

我 が国は、争点 となった衛星 の研究開発の概 念 ・定義 等につ いては、
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本来OECD等 多国間協議の場で話 し合 うべ きもの であ るとの立場 を取

りなが らも、それには多大 な時間 を要す るため、 日米関係 の重要性 にか

んがみ、現実 的な解決 に向けて両国が努力 した結果、1990年4月 、両 国

間で基本的な合 意に達 した。その内容 は、次の とお りであ る。

① 国の開発す る人工衛星については、今後は、商用 目的あるいは恒常

的なサー ビスの提供 のためには利用 しない。 また、研 究開発衛星以外

の政府及 び政府関係機関 の人工衛星 の調達 につ いては、オープ ン、透

明かつ 内外無差別 の手続 きによって行 われ る。

② 通信衛星4号(CS-4)計 画につ いては、通信 ・放送分野の技術

の開発 及びその実験 ・実証 を目的 とした研究開発衛星 として開発 を行

うこととす る。

ウHDTV規 格問題

HDTV(高 精細度 テレビ)の 開発は、我が国が先行 していたが、1986

年のCCIR総 会 において 日米加提 案のHDTVの 番組制作 規格 に対

し、EC諸 国が時期 尚早 を理由 に反対 し、国際規格の採択 は延期 された。

EC諸 国は、一致 してHDTVの 独 自規格 の開発 に取 り組 んでお り、次

の時代の テレビといわれ る画期 的なシステムであるだけに、各国の国内

産業政策が複雑 に絡 み合 い、決着 は困難 と見 られていた。しか しなが ら、

CCIRに おけ る努 力によ り、一 定の範囲で標準化 を図 る方向に進みつ

つあ る。

これまで見てきたように、我が国と北米 ・EC等 情報通信の先進諸国

との間では、情報通信産業が先端的産業分野として国際経済問題の枠組

みの中で論 じられる機会が増大 している。

最近は、やや改善されつつあるが、我が国と先進諸国との間に貿易不

均衡が存在す る限り、常に国際経済問題の発生する可能性があ り・今後・
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こうした国際経 済摩擦 を適切に解決す ることが重要 であ る。

4中 南米、 アフ リカ、中近 東な どに対 す る協 力

中南米、アフ リカ、中近東 の国々の経済 は、国際価格 の変動が激 しい

第一次産 品の輸 出に大 き く依 存 してお り、 その ため経済が不安定 で、財

政赤字に悩んでいる国が 多い。 また、不安定 な内政、地域紛争等 の問題

を抱 えてい る国 も多い.

中南米、ア フ リカ、 中近東の国々は、豊富 な地下資源 を埋蔵 し世界経

済上重要 な役割 を担い、 国連の場において も議席数 を背景 として大 きな

力 を持 っている。近年、我が国 は、 これ らの国々 との相互理解 の促進に

努 めてい る。

(中南米 ・アフ リカ等 に対す る協力の一層の推進)

中南米、ア フ リカの国々の電話の普及率 は、一様 に低 い。例 えばアフ

リカ大陸全体の電話機 台数 は650万 台で東京都 の電話機 台数(690万 台)

よ り少 ないのが現状であ る。また、世界の電話機 台数 を100と す るとアフ

リカ大 陸全体 で も12に す ぎない。 中南米では、 メキ シコが1.0、 ブラジ

ルが1.5、その他 の中南米地域で1.7と なってい る(第2-2-21図 参照)。

これ らの国々の場合、電話機の設置は、ほ とん どの国で首都 に集中 し、

地方の電話網等の整備は緒につ いたばか りであ る。 また、設置 されてい

る設備 も老朽化が進 んでい る。

日本か ら中南米 ・アフ リカに向けた国際電話 につ いてみ る と、現在の

ところ国際 自動 ダイヤル通話が不可能 であ る国 ・対地が まだ多い。 また

国際 自動 ダイヤ ル通話が可能 とされて いる国 ・対地 であって も、 国際 自

動 ダイヤル通話 は一様につなが りに くく、首都 ・都 市部 を離れた地域 に

かけ る場合 はオペ レー タを介す る必要の ある国が多い。

一方、 中近 東につ いて は、一部の地域 を除けば、国際 自動 ダイヤル通



第2節 国際交流促進に向けての情報通信分野における我が国の対応 一243一

第2-2-21図 電話機分布地図
(単位:%)

イギ リス

55

ア

その他3
.3 その他南西ア

/ア 東南 ア
ンア

オセアニア

13

「国際 電 気通 信 連合 と 日本1983.71に よ り作成

話は可能 とな ってお り、 また、中近東諸国には、資金の面で余裕のあ る

産油国が 多い ことか ら、国土の大部分が砂 漠である という地理 的に苛 酷

な条件下にあ るに もかかわ らず、通信網の整備 が進展 してお り、都市間

の電話 の疎通状況 は概 して良好である(第2-2-22表 参照)。

中南米 ・ア フ リカの国々は、中近東産油国 と比べ て電話通信 設備等の

整備が遅れてい るが、先に挙げた経済 ・社会 的要 因の他 、密林、山岳 、

砂漠等の苛酷 な 自然環境が人々の住む地域 を分 断 し地域間の通信 を技術

的に極め て困難に しているこ と、 また、人 口分布 が稀薄 なため通信サー

ビスの採算性が低 い ことが、電話の普及 を阻んでいる。

近年 、中南米 ・アフ リカ等の国々において も、電気通信が社会 ・経済

開発 に果 たす役割の重要性が認識 され始め、電気通信の整備 のために先

進国に対 して協力 を求め て きてい る。

我が国のこれ らの地域への情報通信分野におけ る協力は、 日本の持つ
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第2-2-22表 電話回線の首都への集中状況

国 名 総電話回線数 首 都 首都電話回線数 首都電話回線集中率
A

中

南

米

コス タ リカ

キ ユー バ

エル サ ルバ ドル

ハ イチ

ホ ンデ ュ ラ ス

メ キ シ コ

パ ナ マ

ボ リビア

プ ラ ジル

コロ ン ビア ・

エ クア ドル

ガ イア ナ

パ ラ グア イ

ペ ル ー

ス リナ ム

ウ ル グア イ

ヴ ェネ ズエ ラ

240,623

307,778

104,527

30,841

54,401

3,987,622

192,782

164,545

7,912,738

1,967,885

437,200

20,054

94,384

461,903

31,291

311,984

1,678,350

サ ンホ セ

ハ バ ナ

サ ンサ ル バ ドル

ポ ル トー フ ラ ン ス

テ グシガ ル パ

メキ シ コ シテ ィー

パ ナ マ

ー

フパ ス

ブ ラジ リア

ボ ゴタ

キ トー

ジ ョー ジ タウ ン

ア ス ン シ オン

リマ

パ ラマ リボ

モ ンテ ビデ オ

カ ラカ ス

171,441

151,789

63,674

25,592

31,932

1,394,035

150,320

67,350

1,593,953

803,533

129,844

15,544

67,200

275,686

28β68

223,034

570,977

71.2%

49.3%

60.9%

83.0%

58.7%

35.0%

78.0%

40.9%

20.1%

40.8%

29.7%

77.5%

71.2%

59.7%

90.7%

71.5%

34.0%

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

ア

フ

リ

カ

ベ ナ ン

ボ ツア ナ

中央 ア フ リカ

エ チ オ ピア

ガ ボ ン

ケニ ア

リペ リア

マ ダ ガ スカ ル

マ ラ ウ イ

モー リシャ ス

ル ワ ン ダ

セ ネガ ル

南 ア フ リカ

ス ワ ジ ラン ド

タ ンザ ニ ア

トー ゴ.

ザ ン ビア

ジンパ プ ウエ

13,184

14,203

4,342

108,029

23,021

145,270

8,736

24,020

22,465

45,987

6,561

27,402

2,495,177

9,643

58,919

9,118

51,423

125,133

ボル トノ ボ

ハ ボ ロー ネ

バ ンギ

ア ジス アベ バ

リー ブ ル ビル

ナ イロ ビ

モ ンロ ヴ ィア

ア ンタナ ナ リボ

リロン グ ウエ

ポー トル イス

キ ガ リ

ダ カー ル

プ レ トリア

ムバ バ ネ

ダ ルエ スサ ラー ム

ロ メ

ルサ カ
ーハ フ レ

2,126

7,900

4,216

65,422

16,137

79,627

8,000

15,427

5,726

16,533

5,004

19,416

182,094

4,877

9,209

7,700

17,213

60,012

16.1%

55.6%

97.1%

60.6%

70.1%

54.8%

91.6%

64.2%

25.5%

36.0%

76.3%

70.9%

7.3%

50.7%

15.6%

84.4%

33.5%

48.0%

X

O

×

○

○

○

×

○

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O
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国 名 総電話回線数 首 都 首都電話回線数 首都電話回線
集中率

A

中

近

東

ア ル ジェ リア

モ ロ ッ コ

スー ダン

チ ュニ ジ ア

バ ー レイ ン

イ ラ ク

イ ス ラエ ル

ジ ョル ダ ン

オマ ー ン

カ ター ル

サ ウ ジア ラ ビア

シ リア

トル コ

ア ラプ 首長 国 連邦

634,860

266,187

58,147

227,663

91,411

787,064

1,392,500

193,117

102,535

80,200

1,504,700

470,987

3,701,973

261,511

ア ル ジェ

ラバ ト

ハ ル ツー ム

チ ュ_ス

マナ ー マ

バ クダ ッ ド

エ ルサ レム

ア ンマ ン

マ ス カ ッ ト

ドー ハ

リヤ ド

ダマ ス カス

ア ン カ ラ

アブ ダ ビ

136,036

41,544

38,896

112,944

28,318

331,597

159,500

125,680

38,681

65,110

327,800

142,261

406,528

79,532

21.4%

15.6%

66.9%

49.6%

34.8%

42.1%

11.5%

65.1%

37.7%

81.2%

21.8%

30.2%

11.0%

30.4%

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

×

○

○

先

進

国

日本

イ タ リア

フ ラ ンス

西 ドイツ

49,976,000

19,104,828

24,803,610

26,640,678

東 京
ロー マ

パ リ

ボ ン

5,511,000

1,283,790

5,335,231

165,510

11.0%

6.7%

21.5%

0.6%

一

〇

〇

〇

「ATT:THEWORLD'STELEPHONESJanuary,1987-88」 の1988年 分 及 びKDD

資料 に よ り作 成

(注)1.表 中、A欄 は 日本 か ら国際 自動 ダ イヤ ル通 話 が 可能 ・不 可 能 な 国 を、 ○ ・×

で示 す。

2.ブ ラ ジルの 首都 電 話 回 線数 及 び 首都 電 話 回線 集 中率 は サ ンパ ウロの 電 話 回線

数 を含 ん だ もの で あ る。

高度 な通信 技術 を駆使 し、苛酷 な自然環境 に耐 え、稀 薄な人 口分布 に対

応できる廉価 な通信 システム(ル ー ラル通信)を 構築 することである。

郵政省 ではこれ らの地域 に対 して協 力を進めてい るところであ り、中

でも、ア フ リカ(サ ハ ラ以南)地 域は、世界の後発 開発途上国(LLD

C)42か 国の うち28か 国 を占め る世 界的 に も最 も先進国か らの支援 を必

要 としてい る地域であるこ とか ら、2年 度に、同地域に対する適切な情

報通信 システムのモデルを設計 し、 その実現に向けてのプ ログラム を提
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示す るために、「アフ リカ電気通信網整備促進 に関す る調査研 究」を実施

す るこ ととしている。2年12月 に、国際電気通信連合(ITU)に おい

て は、 ジンバブエ でアフ リカテ レコム90を 計画 してい るが、郵政 省は、

同調査研究の一環 として これに歩調 を合わせ 、同地域 の情報通信 設備 の

整備促 進のためのセ ミナー の開催 を計画 してい る。

また、移転 された技術 を有効に利用す るための人的 な動 向につ いてみ

る と、通信、放送、郵便 の分野で、中南米 ・アフ リカ ・中近東諸 国へ昭

和55年 度以来1330名 の(プ ロジェク ト方式技術協力の専 門家 を含む。)の

専 門家の派遣(JICAべ 一スのみ)、昭和55年 度以来 、㈱海外通信 ・放送

コンサルティング協力(JTEC)を 通 じて201名 の海外派遣専 門家 の養

成等が実施 され ている。

郵政 省は中南米 ・アフ リカ等の地域に対する情報通信分野 の協力 に積

極 的に取 り組 んでい く予定 である。

東欧諸国は最近市場経済の導入 による民主化 を進 めてお り、西側諸国

は民主化 を支援する観点か ら東欧諸 国に対 して積極 的な協 力 を行 うこと

に してい る。

我が国 について も、先般、海部総理大 臣が東欧諸 国 を歴訪 したが、郵

政省 で も2年3月 、通信 ・放送東欧調査 団をポー ラン ド、ハ ンガ リー及

びユー ゴスラビアに派遣 し、通信 ・放送 の実 態調査 を行 った ところである。

通信 ・放送東欧調査 団の報告 による と、3か 国の電話の普及率 は、100

人あた り12～30台 と開発途上 国に比べ ると普及 している ものの、電気通

信 設備 は、全般的に老朽化 が著 しく進行 してお り、既存通信 ネ ッ トワー

クは、雑 音、漏話な どが多 く回線 品質上 問題 が多い。 また、 設備 の老朽

化及 び設備容量の関係か ら電話 を申 し込 んでか ら取 り付 け られ るまで5

年 もかか る等の問題 を抱 えてい る。交換機 は、既 に 日本 では使用 されな
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くなったステ ップバ イステ ップ方式 の ものが主流 で あ る。国際通 信 に

至 っては、ほ とん どが手動式であ り、電話 を申 し込んでか らかか るまで

数 時間 もまた され るこ とも珍 し くない状況であ るこ とが判 明 した。

東欧諸国が市場経済 を円滑に導入 し、経済 ・社会の活性化 を促進す る

ためには、国内 ・国際両分野 におけ る情報交流 を円滑 に行 えるよ うな電

気通信設備の近代化 が必要 であ り、我が 国 としては東欧諸国に対 して、

あらゆる機会 を とらえて支援す る必要が ある。
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第3節 国際交流の一層の進展 に向けて

我が国を中心 とした国際交流は、ヒ ト、モノ、カネ、情報のあらゆる

分野で進展しているが、その交流状況を見 ると、相互依存関係を深める

』方、地域的な交流の偏在やインバランスが生 じている。

今後、我が国がこのような問題 を克服 し、世界各国 との相互理解 と信

頼関係を促進させ るためには、国際交流の進展を支える情報通信基盤の

一層の発展が重要である
。

我が国は、これまで情報通信基盤の発展に向けて、国際機関を通じた

協力や協調を基本 としながら、アジア ・太平洋地域に対 してはその地域

の一員として国際協力を積極的に行うとともに、北米 ・EC等 の情報先

進国との問では、ISDN等 の新 しい技術の開発を競いあいつつ国際協

調に努め、HDTVの 標準化等様々な問題の解決に取 り組んできたとこ

ろである。 しかし、情報通信分野全般にわたって解決すべ き数々の課題

があ り、世界各国との真の相互理解 と信頼関係 を促進させ る国際交流の

実現のためには、これらの課題の解決が不可欠である。

ここでは、我が国の情報通信分野における国際交流、国際協力及び国

際協調の課題等を整理 し、相互理解 と信頼関係を促進 させ る国際交流の

進展に向けた情報通信基盤等の一層の発展のための方策について記述す

る。

1情 報通信分野における国際交流の推進

(1)国 内情報通信基盤の整備のための課題

国際交流の進展のためには、世界的な情報通信基盤 とこれに接続する

各国の国内情報通信基盤の整備が不可欠であるが、開発途上国では、国
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内情報通信基盤は十分 に整備 されていない国が多 く、世界的に国際交流

の進展 を図るためには、 これ らの国々の情報通信 基盤の整備 が重要 であ
3

る。

そのための課題 として、次の点が挙 げ られ る。

ア 国情 に合 った通信 システム構築計画の策定

国内通信網の整備 のための協 力 を行 うに際 しては、国情に適 した、低

廉iで信頼度の高い通信 システム を構築す ることに努め る とともに、その

ための国別 の長期 ・中期 ・短期 の実施計画の策定 が重要 である。

この実施計画の策定 に当たっては、 デー タベー スの構築等によ り過去

に行 った途上国に対す る協力内容 を正確 に把握す る とともに、過去のプ

ロジェ ク トに よ り整備 され た国内通信網が開発途上 国に与 えた効果 を正

確に測定 できる計量手法 を確立す るこ とが重要 である。

イ プ ロジェ ク ト発掘体制の充実

効果的な協 力を行 うためには、 開発途上国の国内情報通信基盤の整備

にとって必要度が高 いプ ロジェ ク トを相手国 とともに発掘 してい くこと

が重要 であ る。

開発 途上国 において は、高度 な技術 知識 を必要 とす る情報 通信 プ ロ

ジェ ク トの策定能 力が十分 でないこ とが、情報 通信基盤の整備 を遅 らせ

る要 因の一 つ となっている。今後、我が国は、開発途上 国におけ るプロ

ジェ ク トの策定能 力の向上のための協力 を行 うこ とが重要である。郵政

省 として も、従来、専門家派遣、 コンサルタン トの活用等 に努めて きて

いるが、今 後 さら}『、相 手国の情報通信 関係主管庁 との政策対話の拡充

等、プ ロジェ ク ト発掘のための体制 を充実 させてい くこ ととしている。

ウ 人材の養成

情報通信 基盤 の開発、運営及 び管理 を安定的に行 って い くため には、

その ノウハ ウを有す る多 くの人材が必要 であるが、開発途上国にあって
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は、情報通信分 野の人材が不足 してい る。今後、 開発途上 国の情報通信

基盤の整備 を進展 させ てい くためには、情報通信分野の 人材の確保 及び

養成が喫緊の課題 となっている。

情報通信分 野は技術革新の進展が著 しい分野 であ るため、技術 革新 に

追 いつ く訓練 を常 に必要 としているが、開発途上 国にあ っては、講師及

び施設が不 足 している。一方、協力 を行 ってい る我 が国において も、研

修 に必要 な施設、講師及び技術指導 を行 うための専 門家が不 足 している。

今 後、我が国においては、研修 貝の受入 れを大幅 に増や して い く必要

がある。 そのためには、研修 の受入れ体制 を量的 に も質的に も充実 させ

てい くこ とが重要 である。

なお、CAI㈲ の活用、ビデオ等 を使 った映像に よる研修 の実施、ア ジ

国際協力による人材の養成

(注)CAI(ComputerAssistedInstruction)と は 、 電 算 機 シ ス テ ム を用 い た個

人 別 学 習 法 で あ る 。



第3節 国際交流の一層の進展に向けて 一251一

ア諸国 との衛星通信 を使 った双方向の研修 プ ログラムの実施につ いて も

積極的に推進 してい くことが必要であ る。

エ 研究協力の推進

進展が著 しい情報通信分野にお いては、開発途上 国は研 究開発力で遅

れを とってお り、世 界経済 と開発 途上 国経済 との間に大 きな格差 を生む

要因の一 つ となってお り、研究開発力の格差の解消 が大 きな課題 となっ

ている。

この格差 を解消す るため、研究機 関等 による共 同実験 などを通 じ研 究

協力を行 い、 円滑 な技術移転及び人材 の養成 を図ってい くことが必要 で

ある。特 に、研究協 力 を行 ってい く上 では、開発途上国のニー ズを把握

し、そのニー ズに合 った研究開発 を進め ることが重要 であ る。

オ 国内の基礎的通信網 の整備

開発途上 国に おいては、農村等 における情報通信基盤の早急な整備 が

必要であ る。 しか し、農 村等では人 口密度が低いため 回線 当た りの コス

トが高 くな り、資金面での問題か ら情報通信基盤の整備が遅れている地

域が多い。

資金面 での問題 の解決の ためには、無線 を利用 したルーラル通信等、

低 いコス トで建設で きる情報通信 システムの開発、普及が重要 である。

(2)国 際間の惰報通信基盤の整備の ための課題

国際交流の進展のため には、それぞれの国の国内情報通信基盤の整備

に加え、衛星通信、海底 ケーブル通信等 の国際間の情報通信基盤の整備

も重要 である。

そのための課題 として次 の点が挙 げられる。

ア 国際機関 を通 じた標準化 の推進

各国間にあらゆ る情報 を円滑に交流させ るためには、各国における通

信方式の標準化が必要 である。
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国際電信電話諮問委員会(CCITT)及 び国際無線通信諮 問委員会

(CCIR)等 の国際機 関においては通 信の標 準化 のための勧告づ くりが

行 われてお り、例 えば、21世 紀の基盤 通信網 として期待 されているIS

DNに 関す る標準化 はCCITTに おいて精 力的 に推進 された結果、基

本 インタフェース及 び1次 群 インタフェー ス等のISDNサ ー ビス を提

供す る上で必須 の事項について勧告が定め られてい る。

今後 は、超 高速デー タ伝送、ハ イビジ ョンな どの映像 情報伝 送 を実現

す るために情報 チャンネルの高速化 を図った、広帯域ISDN等 の標準

化や開放型 システム間相互接続(OSI)等 の標準化 を推進す るこ とが

必要 である。

イ 国際郵便 ネ ッ トワー クの整備

国際交流の進展 に伴 い、国際郵便 において もその取扱数 は伸 び を示 し

ている。

国際郵便 は、全世界 を結ぶ物 流ネ ッ トワー クに よ り、国際間における

通信及び小 型物 品輸送の基本的手段 として重要 な役 割 を果 た して きてい

る。 しか し、社会経済の グロー バル化が進展 してい る今 日においては、

利用者のニーズが高度化 ・多様化 してお り、郵便物 を安 全 ・確 実に送 り

届け る とい う機能 に加 えて、郵便物 の追跡 ・配達確 認 をは じめ、電気通

信 ネッ トワー クを利用 した付加価値の高 いサー ビスの提供 が求 め られて

いる。 このため、外国郵 政庁 と協 力 して、現在の国際郵 便ネ ッ トワー ク

に電気通信 ネ ッ トワー クを付加 した総合 メールネ ッ トワー クを構築 する

必要が ある。

また、国際郵便 は、外 国郵政 庁の郵便 ネ ッ トワー クとの相互依存関係

によ り成立 してい る。 しか しなが ら、開発途上国の郵便事業の状況は ま

だ改善の余地が多 く、サ ービスの維持 、向上 を図 るため には、開発途上

国の郵便関係者 を我が国に受 け入れ、国際的な人材養成 を図る必要があ る。
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ウ 太平洋地域におけ る回線の拡充

現在、太平洋地域 では、25の 海底ケー ブル とイ ンテルサ ッ ト及び イン

マルサ ッ ト衛星に よ り国際通信が行 われているが、今後 の通信需要 の増

大 と多様化す る利用者のニー ズに対応す るため、海底 ケー ブルについて

は、 日本海 にお いて2年5月 に光ケーブル方式に よる香港 ～ 日本～韓国

ケーブル(H-J-K)の 運 用が開始 され る予定 となってい る。 また、

太平洋において も第4太 平洋横断ケー ブル(TPC-4)、 北太平洋 ケー

ブル(NPC)等 の光 ケーブル方式 による海底 ケー ブルの敷 設が計画 さ

れている。

今後 とも引 き続 き、一層増大す る通信 需要に対応 して信頼1生が高 く効

率的 な回線の拡充に努 め る必要があ る。

(3)放 送等 による交流 の推進

我が国は、相互理解 と信頼関係 を促進 させ るため に情報通信分野にお

いて も国際放 送の 充実、放送番 組の 国際 交流等 に よる交流 を積極 的に

行 って きているが、 まだ十分 とはいえない状況にあ り、今後、よ り一層

の充実 が求め られている。

そのための課題 として、次の点が挙 げられ る。

ア 国際放 送の一層の充実

今後、我が国が、諸外国 との問で相互理解 と信頼関係の促進 を図 って

い くためには、諸外 国の国民が直接聴取 できる国際放送の一層 の充実 が

大 きな課題であ る。

我が国は、元年度、全世界に向け、21言 語によ り、1日 延べ43時 間、

短波による国際放送 を行 ってい るが、我が国の国際放送 は、欧米諸国 と

比較 し、放 送時間、放送体 制等においてまだ不十分 であ る。

今後、国際放送 の充実のため には、従来か ら行 っている送信設備 の充

実 ・強化、海外 中継局の拡充 といった方策 のほか、放送 メデ ィアの多様
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国際放送の模様
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化、例えば、海外におけるFMやCATVな ど短波以外のメディアによ

る中継放送の実施や周回衛星を利用 した国際放送の実施などについて検

討を行ってい く必要がある。また、映像が中心とな りつつある時代の中

にあっては、映像メデ ィアにより国際放送を実施する方策についても検

討 していく必要がある。なお、そのため必要 となる資金の確保等につい

ても併せて検討 を行っていく・ことが必要である。

イ 放送番組の国際交流の促進

映像による国際交流は国際間の相互理解を進展させ る上で、有効な手

段であり、テレビジョン放送番組を中心 とした国際番組交流の促進は大

きな課題 となっている。

我が国と諸外国 との間では、テレビジョン放送番組を中心 として番組

交流が行われているが、NHKの 番組交流状況等を見ても、我が国と欧

米諸国との間では、我が国の圧倒的な入超であるといった状況にあるが、
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放送番組の国際交流
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一方、ア ジア との番組交流につ いては、我が 国の受 入れが少ない状況 に

ある。

我が国 と諸外国 との番組交流に当たっては、著作権処理 の問題、外国

向けに番組 を改編する作業 とコス トの負担、各国の国内番 組基準の相違

への対応 な ど解決 しなければ ならない問題があ り、今後、番組交流 を進

展 させ てい くためには、これ らの問題 を解決 してい くこ とが必要 である。

また、 アジアか らの受入れが少 ない理由 としては、相 手国側 の番組制

作能力の不足等があるこ とか ら、我が国の放送機関 との番組の共同制作

や技術協力 を通 じて、 アジア諸 国の技術 レベ ルの向上 を図 るこ と等によ

り、我が国 とア ジア諸国 との番組交流 を促進 させ ることが期待 されてい

る。

ウ デー タベー スの充実に よる交流の推進

我が国が、諸外 国 との間で情報交流 を活発 にす るため には、相互が容

易 に検索 できるデー タベ ースの充実が重要 である。

現在、我が国のデー タベ ースは 日本語 で登録 されている ものがほ とん
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どであり、諸外国か らの検索が難しい状況にある。

従って、我が国のデータベースについては英語でも作成するとともに、

海外からのアクセスを容易にす るため、各種の国内のデータベースとの

接続を可能 とする機能を持つ クリア リング・ハウスの構築が必要である。

なお、学術情報については、世界各国ができる限 りデー タベース化 し、

世界各国が自由に検索できるようにすることが開発途上国への円滑な技

術移転 と世界的な技術 レベルの向上を図る上で有効である。

工 自動翻訳電話の開発

国際交流を進展させていく上で、外国語の習熟が一つの重要 な要件で

あるが、我が国の言語の孤立性は日本人による外国語の習得や外国人の

日本語の習得を困難にしてお り、それが、我が国の国際交流を進展 させ

てい く上で、大 きな障害となっている。今後、国際交流 を進展させてい

くためには、我が国の言語と諸外国の言語を自動翻訳できるシステムを

確立 してい くことが重要である。

特に、諸外国 との最も基本的な情報通信基盤である国際電話において、

電話における会話の内容 を双方の国の言語に自動的に翻訳する 「自動翻

訳電話システム」を構築することは、国際交流を進展させる上で非常に

有効であり、現在、㈱エイ ・ティ ・アール自動翻訳電話研究所を中心と

して、 自動翻訳電話システムの開発に取 り組んでいるところである。

オ 情報通信技術に関する交流の促進

我が国に対しては、情報通信分野の研究開発における国際的貢献が求

められてお り、現在、開発途上国との間では研究開発力の向上 を図るた

めに、先進国との間では研究開発の相互啓発のために、情報通信技術に

関する交流を促進させ ることが課題 となっている。

諸外国か ら我が国へ来る研究者は諸外国へ行 く研究者に比べ極端に少

ないことか ら、住居の問題、子弟の教育問題等 を解決 し、諸外国の研究
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者が長期 にわたって安 心 して共同研究 を行 える環境 を整備す る必要があ

る。 また、情報通信 に関する国際的な研 究集会 を積極 的に開催 す るこ と

も発表 の場 を提供 し、 情報交換 を活発 に させ ることに な り、情報通信技

術に関す る交流の推進 に役立つ ことになる。

2ア ジァ ・太平洋情報圏の進展

我が国は歴史的に も、経済的に も密接 なつなが りのあるアジア ・太平

洋情報圏の一貝 としてその発展 と交流 を盛んに してい くことが求め られ

ている。

そのために解決 しなければ ならない課題 として次の点が挙 げ られ る。

(1)自 立的発展の支援のための協力

今後、我が国が国際協力 を進 めるに当た っては、 自立的な発展 のため

の支援 を中心 として行 ってい くこ とが重要である。

どの国に対 して も100%当 ては まる汎用性の ある情報通信 システム は

存在 しない。各 国それぞれの特性 に合 った自主開発の必要性が認識され

始めてお り、 ア ジア ・太平洋情報 圏の 中には、経済の進 展に伴 い、 自国

の努力で情報通信分野の発展 を目指 してい る国が少な くない。

イン ドでは、首都 と地 方 を衛星 回線で結び コンピュー タを利用 して地

方へ農業、医療、教 育、産業等 の情報 を提供す るシステムが構築 されて

いる。 イン ドネ シアでは通信衛 星(パ ラパ)を 利用 したテレビの地上 中

継局等の建設計画がスター トしてい る。

この ような計画はいず れ も自主開発 を目的 として始め られた ものであ

るが、 その計画の成否 は先進国か らの協力がカギ となっている。我が国

において も、各国の国情 に合 った 自主開発 を支援す る、 きめ細かい協力

を行 ってい くことが重要 である。
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(2)地 域 の特性 に応 じた情報通信基盤の整備

ア ジア ・太平洋地域は、地形、経済規模及び文化 において国や地域に

よ り大 きな違 いが あ り、 これ らを十分考慮 した国や地域別 、 さらに は国

や地域の通信網 ご との整備状況 を も考慮 したきめ細か な協力計画 を策定

す るこ とが重要 である。特 に、 島 しょ、砂 漠、山地 が 多 く、広 い国土に

人 口が散在 す る同地域には、 回線設計の柔軟性 ・同報1生等の 特徴 を持っ

衛星利用 に よる国内の全 国的 な情 報通信基 盤の早 急 な整 備が 課題 であ

る。

しか し、アジア ・太平洋地域の諸国の 多 くは、衛星通信 システムにつ

いての技術 的 ノウハ ウが経験が浅 い等の理 由か ら不 足 してお り、 また資

金 も不 足 してい る。 そこで、衛星地球 局の整備 に当たっては、地球局建

設 コス トの低廉化、地球局 の操作、 メンテナンスの簡易化等 を図 るとと

もに、人材 の養成、衛 星に関す る技術情報の緊密 な交流 を通 じた技術の

向上等のため の協力の一 層の拡大が必要 であ る。

また、 アジア ・太平洋地域の諸国の中には経済発展に伴 って、情報通

信 基盤 の整備が進 んでいる国 もある。 これ らの国におい ては、 テレポー

トの構築 を進め ることによ り、情報受発信能 力を高め るこ とが可能 とな

り、我が 国へ の情報 の流 入 を促進 させ る と考 え られ る。

(3)文 化、習慣 に配意 した交流

今後、情報通信分 野におけ る国際協 力 を進め るに際 しては、相手国の

文化 、習慣、政治的 ・社会的事 情に十分配意す るこ とによ り、相 互理解

と信頼 関係 を促 進 させ る国際協力 とす ることが重要 である。

そのためには、相 手国の事情 を十分 に理解す る必要が ある。

現在 、 これ らの地域 の国々に対 して我が国は、 ヒ ト、 モノ、 カネ、情

報のすべ ての分野で出超 になって いるが、情報、特 に、放送 を通 じ流れ

る情報 は、 その国の文化 、習慣、政治等 と深 くかか わってお り、放送番
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組の国際交 流に当 たっては十分 な配意が必要 であ る。 また、相互理解 を

促進 させ る という観点か ら、 これ らの地域か らの放送番組の受 入れ を増

や してい くこ とに も心掛 けねば ならない。

(4)ア ジア ・太平洋情報圏 における全般的な通信料金の低廉化

現在、 アジア ・太平洋地域 については、最 も低 い米国への通話料が680

円(KDD平 日・昼 間3分 間)、 最 も高いニュー・ジーラン ドへの通話料は

1,300円(同)と なってい る。

ア ジア ・太平洋情報 圏にお ける情報の交流 を活発 にす るためには、圏

内の通信料金の全般的 な低廉化が重要 な課題である。 まず、我が国か ら

同地域への通話料につ いて競争の促進 による低廉化 を図 り、 さらに、圏

内における料金格差 をで きるだけな くす こ とに よって、ア ジア ・太平洋

地域諸国相互間の通信料金の低 廉化 を図 り、圏内におけ る活発 な情報交

流 を促進す ることが必要 である。

また、ア ジア ・太平洋地域 を対 象 として情報通信 に関す る国際学界 を

設立するこ とも、発表 ・交流の場 を提供す ることを通 じ、情報通信 に関

す る情報の交流の促進 と相互理解 等に役立つ ことになる。

3情 報通信発展のための国際協調

我が国が、国際社会の一員 として、その地位にふさわしい貢献を行っ

てい くためには、すべての分野において他の諸国との協調及び協力が不

可欠である。情報通信分野においても、諸問題の解決や情報通信の発展

を図るためには、当該国だけでな く、幅広い国際間の協調が必要である。

(1)諸 外国との相互理解の促進

国際間の相互依存関係が深まる中で、我が国と先進国間に存在する貿

易収支の不均衡や制度の違いを背景として情報通信分野においても様々

な摩擦が発生している。国際間の問題 を未然に防ぎ、発生 した場合に適
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切 に対応す るこ とは、我 が国に とって喫緊の課題 であ る。

そのためにはまず、我が国は諸外 国 との協議に当た っては、既 に我が

国の情報通信分野は国際的競争市場 に直面 してい る との認識に立 ち、我

が国の情報通信政策の展 開は、常 に利用者の利益 を優先 させ るこ とを基

本 として進 めていることを明 らか に した上 で、我が国の主張 を明確 に し、

棚議 を進めてい くことが重要 である。 この ような立場 に反 し、制裁 を前

提 とす るよ うな一方的な要 求には毅然 とした態度で対応す るこ とが必要

で あろう。

一方、諸外 国に対 しては我が 国の文化、習慣、 ものの考 え方等の理解

を図 るこ とに努め なければな らない。

我が国 と北米、 ヨー ロッパ とは距離的 に遠いに もかかわ らず、 モノ、

カネの国際交 流は著 しく進展 してい る一方、情報の交流は比較的少 な く、

我が国か らの情報発信 を強化す るとともに、一層の情報交流 を進め てい

くことが重要 である。

特 に、放送番組についてバ ランスの とれた交流 を進展 させ ることは我

が国の文化、習慣等 について理解 を深め ることにつ なが り、健全 な国際

関係 を保つ上 で重要 と考 えられる。

(2)情 報通信基盤の発展に向けた協調

21世 紀に向けて、情報の交流の重要性が増 してい くと予想 され、それ

を支 える情報通信基盤の発展 を図 るため に も先進諸国間 で競 いあいなが

ら、ISDN、HDTV等 の新 しいメデ ィア、ネ ッ トワー クの開発、導

入 を積極 的に図ってい く必要があ る。

そのためには、技術 に関す る国際交 流を促 進 させ ることに よ りレベ ル

を向上 させ 、開発 を推進す るとともに、各国の情報通信政 策の相 互理解

を深め政策協調 を図 るこ とに よ り、通信料金の低廉化や情報交流の活発

化 を可能 とす るISDNやHDTV等 の21世 紀の高度 な世 界的 な情報通
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信基盤 を確 立す るこ とが、世界的な情報通信の発展 を図ってい く上 で重

要である。

最後 に、東欧諸国に対 しては、国民 の真のニー ズを見極め、長期 的 な

国際協力 を行 うことに より相互 の信頼関係 を築いてい くこ とが重要 であ

る。

以上、我が国の国際交流の進展のための情報通信分野におけ る我が国

の対 応 と課題につ いて述べ たが、 国際交流は、今後、東西関係 の緊張緩

和、世界経済の一層の発展 を背景 にさらに進展 し、世界は、相互依 存関

係 を一層深めてい くと考 えられ る。一方、現在、 日米間で生 じてい る国

際経済問題 に見 られ るよ うな、インバ ランスに起因する問題 が再び世界

の どこかで発生す る可能性 もない とはいえない。

この ような中で、今、我が国に求 め られ てい るのは、諸外国 との真の

相互理解 と信頼関係 を早 急に構築す ることである。そのためには、まず、

我が国は、常に世界の中の 日本 とい う立場 を十分認識 した上 で、種 々の

問題 に対 して、我が国の主張 を明確 に し、辛抱強 く話 し合 ってい くこ と

が重要 である。

次に重要 なことは、我が国の情報 の受発信力を高め、北米、 ヨー ロッ

パ諸国に対す る情報発信 を強化 する とともに、 アジア等開発途上国か ら

の情報の受 入れに努め ることであ る。

我が国は、北 米、 ヨー ロッパ諸 国に対 しては、我が国の文化、習慣、

ものの考 え方等 をもっ と知 って もらうため、情報発信 を強化 していかな

ければ ならない.一 方、アジア等開発途上 国については、我が国は もっ

とその国の文化 、習慣等に関心 を持 ち、知 ることに努め る必要があ る。

そ して、 この ような相互理解 と信頼関係 の構築に向けた国際間の情報交

流の活発化のためには、情報通信基盤の整備発展が重要 である とともに、
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電話 ・放送 などを活用 した交流が有効 であ る。特 に映像 による交流 は、

見 る人に与え るイ ンパ ク トが大 きいだけに、重要 な役割 を果 たす こ とが

期待 され ることか ら、放送番組 の国際交流 の推進や映像 に よる国際放送

の実施 の検討 な ど積極 的に進め てい くこ とが必要であ る。

今 日、国際社会 において経済的影響力 を増大 させ てい る我が国に とっ

て、諸外 国 との相互理解 と信頼関係 に基づ く国際交 流 を進 展 させ てい く

こ とが基本的課題 となって いる。そのため には情報通信分野 にお いて我

が国は、映像 メディアなど多様 なメデ ィアの活用に よ り相 互理解 と信頼

関係の実現 を図 るとともに、広 く全世界の情報 通信 基盤 の発展 にいかに

貢献 してい くかが問われている。
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む す び

元年度 は、電気通信分野 におけ る競争が注 目を集め た年 であった。

国内電気通信分 野につ いては、無線呼 出 しサー ビス等移動通信サー ビ

ス分野で は、新事業者の シェアが伸 びる等競争導入の効 果があらわれつ

つあるが、電話サー ビスについては、新事業者のサー ビス開始後、2年

経過 した元年において もNTTに 対す る新事業者の シェアは、契約数 で

1割 、収入 で約3%に とどまっている。 このよ うな状況 を背景に、2年

3月 、公正有効競争の創 出等の観点か ら、NTTの 在 り方について電気

通信審議会 の答 申が 出された。 これ を受 けて移動体 通信業務 の分離、事

業部 門ご との収支の公開等 を内容 とす る政府の方針 が決定 されてお り、

今後の競争の進展が期待 されている。一方、国際電気通信分 野において

は、国際化 の進展に伴 う需要増に支え られ、国際電話 の取扱数 ・専用 回

線数 とも高い伸 びを示 したが、元年には、新国際第一種電気通信事業者

2社 が新たにサー ビス を開始 し、KDDを 含め3社 の競争状態 となった

こ ともあって、国際電話については、通話数 の多い地域 を中心 に大幅 な

料金の値下げが行 われ るなど利用者は競争の恩 恵を受けた。

そのほか、放 送分 野にお いては、衛星放送 の受信世帯数は230万 世帯

を超え、郵便事 業につ いて も内国郵便物数 は順 調に増加 した。

情報化の動 向を見 る と、産業 の情報化につ いては、企 業のネッ トワー

ク化が一段落 した感があ り、普 及率 で12.8%(対 前年度比11.1%増)、 業

務処理率 では16.9%(対 前年度比9。6%増)と 順調に進展 しているが伸び

率 は鈍化 した。一方、家庭 の情報化にっいては、情報通信機器の保有等

の装備 面 と家庭 に対す る情報の提供面 は進展 しているが、情報 の利用時

間は、相変 わ らずテレビジ ョン放送 を中心 としたマス・メデ ィアの視聴 を
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中心に微増、情報に対する支出はわずかながら減少 となっている。また、

地域の情報化について見 ると、情報供給面の地域間格差は依然として大

きいながらも落ち着いた動 きを示 しているが、情報発信力の地域間格差

は供給面の格差より大 きく、 しかも、拡大傾向にある。なお、今回初め

て公表されたNTTの 地域間 トラピック状況 を用いて各県の通話の交流

状況を見ると東京を中心とする全国的な情報圏、九州を除 く西 日本 と北

海道に及ぶ大阪の情報圏、それに従来の地方ブロックの東北、中部、中

国、四国、九州にほぼ対応する情報圏の形成が明 らかになった。このよ

うに、我が国の情報化は、産業中心、東京等の大都市中心に進展してお

り、需要面の進展や地域の情報発信力の強化等総合的な政策の推進が必

要である。

また、元年度も日米間で、自動車電話問題、衛星の開発 ・調達問題等

情報通信分野の問題が取 り上げられたが、元年度には、国際政治におけ

る東西関係の大きな変化が生 じたほか、日米の国際経済問題は国内の構造

問題にまで及ぶなど、我が国を取 り巻 く国際環境の変化が国民の大きな

関心事 となった。我が国のヒト、モノ、カネ、情報の国際交流は、この

20年 間に大 きく伸 び、相互依存関係 も進展したが、一方、インバランス

も増大 し、対外不均衡等の経済問題が深刻になっている。 このような問

題 を解決 し、真の相互理解 と信頼関係に基づいた国際関係 を構築するた

めにも放送等を活用した情報通信分野における国際交流の推進、国際交

流の進展を支える情報通信基盤の整備のための開発途上国への協力、情

報通信先進国間の国際協調、そ して、我が国がその一員であるアジア ・
な

太平洋情報圏との情報交流の一層の活発化方策を積極的に進めていくこ

とが重要である。


